
令和５年第２回瑞穂市議会定例会提出議案  
開会 令和５年６月１日 

 

行政報告 

       瑞穂市土地開発公社の経営状況について 

       一般財団法人瑞穂市ふれあい公共公社の経営状況について 

報告第 ６号 令和４年度瑞穂市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

報告第 ７号 令和４年度瑞穂市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につい 

       て 

報告第 ８号 令和４年度瑞穂市下水道事業会計予算繰越計算書の報告につい 

       て 

報告第 ９号 債権放棄の報告について 

報告第１０号 専決処分の報告について（損害賠償その１） 

報告第１１号 専決処分の報告について（損害賠償その２） 

報告第１２号 専決処分の報告について（損害賠償その３） 

報告第１３号 専決処分の報告について（損害賠償その４） 

報告第１４号 専決処分の報告について（損害賠償その５） 

 

承 認 

承認第 １号 瑞穂市税条例の一部を改正する条例についての専決処分につい

て 

承認第 ２号 瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専

決処分について 

承認第 ３号 令和５年度瑞穂市一般会計補正予算（第１号）の専決処分につ

いて 

 

議 案 

議案第３３号 瑞穂市教育委員会の委員の任命について 

議案第３４号 瑞穂市印鑑条例及び瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例に

ついて 



議案第３５号 瑞穂市税条例の一部を改正する条例について 

議案第３６号 瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例及び瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び 

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

議案第３７号 令和５年度瑞穂市一般会計補正予算（第２号） 

議案第３８号 令和５年度瑞穂市下水道事業会計補正予算（第１号） 

議案第３９号 市道路線の認定について 

議案第４０号 市道路線の廃止について 

 

       瑞穂市選挙管理委員及び補充員の選挙について 

       岐阜県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙について 

 





　 　 令和４年度  瑞穂市土地開発公社

(事業報告書、決算書及び附属書類、審査意見書）

         瑞穂市土地開発公社
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令和４年度瑞穂市土地開発公社事業報告書

瑞穂市土地開発公社

-1-



用地補償費 工事費 測試費 諸経費 支払利息

㎡ 円 ㎡ 円 円 円 円 円 円

計

計

用地補償費 工事費 測試費 諸経費 支払利息

㎡ 円 ㎡ 円 円 円 円 円 円

該当なし

　令和４年度瑞穂市土地開発公社事業報告書

　　１　事業の概要

　　２　事業計画及びその執行状況

　　　（１）公有地取得事業の状況

　　

　瑞穂市土地開発公社は、公共用地・公用地などの取得・管理・処分等を行い、地域の秩序ある整備と公共福祉の増進に寄与していま
すが、令和４年度は公有地の取得事業等はありませんでした。

面積 事業費
内訳

該当なし

公
有
用
地

代
行
用
地

該当なし

区
分

事業名 依頼者 箇所

計画

面積 事業費

実績

　　　（２）土地造成事業の状況

面積 事業費
事業名 内訳

面積
箇所

計画 実績

事業費

－１－
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面積 面積

㎡ ㎡

面積 面積 処分先

㎡ ㎡

事業費 事業費

該当なし

実績

処分先 取得年度
事業費

実績

円

円 円

　　　（４）公有地の処分状況

事業費

計画
箇所

公
有
用
地

該当なし

区
分

箇所
計画

　　　（３）受託等事業の状況

事業名 受託者

円

円

円
該当なし

事業名

備考
取扱高

－２－

箇所
計画

事業費事業費

実績

円

該当なし

公
有
用
地

公
有
用
地

該当なし

該当なし

事業名

代
行
用
地

　　　（５）受託事業等の処分状況

処分先

計
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令和3年度事業報告並びに決算

令和5年度事業計画並びに予算、資金計画

　　３　監査の実施状況

令和5年度瑞穂市土地開発公社事業計画・
収支予算及び資金計画の承認

開催年月日

１ 令和4年5月13日

令和4年4月22日
伊藤　脩祠

宮田　典雄
なし

　　 （１）理事会の開催状況

令和3年度決算監査

指摘事項等 備考実施年月日 監査事項 監査者

　　４　一般庶務事項

回数

２ 令和5年3月20日

審議事項 備考

備考

　　 （２）行政庁許認可に関する事項

許認可事項 行政庁名 申請年月日 認可年月日

　　 （３）登記に関する事項

登記事項 行政庁名 申請年月日 登記年月日 備考

令和５年３月３１日瑞
財第１９１号

令和５年３月２７日瑞
土公第７号

瑞穂市

　－３－

公用地取得登記該当なし

-4-



令和４年度瑞穂市土地開発公社決算書

瑞穂市土地開発公社
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　　　　　　　　　　決　　算　　書　　類

　　　　　　１、令和４年度　瑞穂市土地開発公社決算報告書

　　　　　　２、令和４年度　瑞穂市土地開発公社損益計算書

　　　　　　３、令和４年度　瑞穂市土地開発公社貸借対照表

　　　　　　４、令和４年度　瑞穂市土地開発公社キャッシュ・フロー計算書

　　　　　　５、令和４年度　瑞穂市土地開発公社財産目録
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１、令和４年度　瑞穂市土地開発公社決算報告書

        （１）収益的収入及び支出

　 収　　入 (単位：円） 

　　　　　　区　　　　　　分 定款第２４条の規 決算額 予算額に比べ 備　考

当初予算額 定による支出額に 合　　　計 決算額の増減

係る財源充当額

第１款　事業収益 70,000 0 70,000 70,000 0

　第１項　公有地取得事業収益 0 0 0 0 0

　第２項　補助金等収益 70,000 0 70,000 70,000 0

第２款　事業外収益 1,000 0 1,000 21 △ 979

　第１項　受取利息 1,000 0 1,000 21 △ 979

収　入　計 71,000 0 71,000 70,021 △ 979

予　　　　　　算　　　　　　額

     - １ -
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支   出 (単位：円） 

　　 　　　　　予　　　　　　算　　　　　　額

定款第24条

区　分 当初予算額 の規定による 合　　　計 決算額 不用額 備考

支出額

第１款　事業原価 0 0 0 0 0

　第１項　公有地取得事業原価 0 0 0 0 0

第2款　販売費及び一般管理費 70,000 0 70,000 70,000 0

　第１項　販売費及び一般管理費 70,000 0 70,000 70,000 0

第3款　事業外費用 0 0 0 0 0

　第１項　支払利息 0 0 0 0 0

第4款　予備費 0 0 0 0 0

　第１項　予備費 0 0 0 0 0

支  出　計 70,000 0 70,000 70,000 0

 - ２ -
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　    　（2）資本的収入及び支出

　収　　入 (単位：円） 

　　　　　　区　　　　　　分 定款第２４条の規 決算額 予算額に比べ 備　考

当初予算額 定による支出額に 合　　　計 決算額の増減

係る財源充当額

第１款　資本的収入 0 0 0 0 0

　第１項　長期借入金 0 0 0 0 0

収　入　計 0 0 0 0 0

     - ３ -

予　　　　　　算　　　　　　額
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支   出 (単位：円） 

　　 　　　　　予　　　　　　算　　　　　　額

定款第24条

区　分 当初予算額 の規定による 合　　　計 決算額 不用額 備考

支出額

第１款　資本的支出 0 0 0 0 0

　第１項　公有地取得事業費 0 0 0 0 0

　第２項　長期借入金償還金 0 0 0 0 0

支  出　計 0 0 0 0 0

   - ４ - 
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２、令和４年度　瑞穂市土地開発公社損益計算書

  

　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

１　事業収益

　　（１）　公有地取得事業収益 0

　　（２）　補助金等収益 70,000 70,000

２　事業原価

　　（１）　公有地取得事業原価 0 0

　　　　事業総利益　 70,000

３　販売費及び一般管理費

　　（１）　販売費及び一般管理費　 70,000 70,000

　　　　事業利益 0

４　事業外収益

　　（１）　受取利息 21 21

５　事業外費用

　　（１）　支払利息 0 0

　　　　経常利益 21

　　当期純利益 21

 - ５ -

令和４年度瑞穂市土地開発公社 損益計算書

　（令和４年4月1日から令和５年3月31日まで）
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３、令和４年度　瑞穂市土地開発公社貸借対照表

令和４年度瑞穂市土地開発公社 貸借対照表

　　　　　　　　　（令和５年３月３１日）

資　産　の　部

　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

１　流動資産

　　（１）　現金及び預金 1,093,949

　　（２）　未収金 0

　　（３）　公有用地 0

　　　　流動資産合計 1,093,949

２　固定資産

　　（１）　投資その他の資産 0

　　　　固定資産合計 0
　　　　資産合計 1,093,949

負　債　の　部

３　流動負債

　　（１）　未払金　 0

　　　　流動負債合計 0

４　固定負債

　　（１）  長期借入金　 0

　　　　固定負債合計 0
　　　　負債合計 0

資　本　の　部

５　資本金

　　（１）　基本財産　 1,000,000

　　　　資本金合計 1,000,000

６　準備金

　　（1）  前期繰越準備金 93,928

　　（2）  当期純利益 21

　　　　準備金合計 93,949
　　　　資本合計 1,093,949

　　 負債・資本合計 1,093,949

  -  ６  -
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４、令和４年度　瑞穂市土地開発公社キャッシュ・フロー計算書 （令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

公有地取得事業及び開発事業用地取得事業収入 0

土地造成事業収入 0

その他事業収入 0

補助金等収入 70,000

公有地取得事業及び開発事業用地取得事業支出 0

土地造成事業支出 0

取得に係る支出 0

管理に係る支出 0 0

その他事業支出 0

人件費支出 △ 70,000

その他の業務支出 0

小計 0

利息の受取額 21

利息の支払額 0

事業活動によるキャッシュ・フロー 21

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 0

投資有価証券の売却による収入 0

有形固定資産の取得による支出 0

有形固定資産の売却による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 0

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 0

短期借入金の返済による支出 0

長期借入れによる収入 0

長期借入金の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

４．現金及び現金同等物増加額（又は減少額） 21

５．現金及び現金同等物期首残高 1,093,928

６．現金及び現金同等物期末残高 1,093,949

  -  ７  -
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５、令和４年度瑞穂市土地開発公社財産目録

摘　　　　　　　　　　　　要 金　　　　　　額

円

　　　　　　資　　　　　　　産　　（　内　訳　）

１　流動資産

　　　　（１）　現金及び預金　　　定期預金 (基本財産:瑞穂市出資金） 1,000,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　（短期定期預金）　　 90,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 普通預金　　　 3,949

　　　　（2）　公有用地　 0

２　固定資産

　　　　（１）　投資その他の資産 0

資　　　　産　　　　合　　　　計 1,093,949

　　　　　　負　　　　　　　債　　（　内　訳　）

１　流動負債

　　　　（１）　未払金 0

２　固定負債

　　　　（１）　長期借入金 0

負　　　　債　　　 合　　　　計 0

  -  ８  -
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４　長期借入金明細表　　

５　基本金明細表　　　　

決 算 附 属 書 類

１　事業収益明細表　　　

２　事業原価明細表　　　

３　公有用地明細表　　　

-15-



１　事業収益明細表

金　額（円） 摘　要

公有用地売却収益 0

代行用地売却収益 0

市街地開発用地売却収益 0

観光施設用地売却収益 0

土地造成事業収益 完成土地売却収益 0

保有土地賃貸等収益 0

附帯事業収益 0

関連施設整備事業収益 関連施設整備事業収益 0

あっせん等事業収益 あっせん等事業収益 0

補助金等収益 補助金等収益 70,000

70,000

２　事業原価明細表

金　額（円） 摘　要

公有用地売却原価 0

代行用地売却原価 0

市街地開発用地売却原価 0

観光施設用地売却原価 0

土地造成事業原価 完成土地売却原価 0

保有土地賃貸等原価 0

附帯事業原価 0

関連施設整備事業原価 関連施設整備事業原価 0

あっせん等事業原価 あっせん等事業原価 0

0合　計

合　計

科　目

公有地取得事業原価

開発事業用地取得事業原価

　－１－

開発事業用地取得事業収益

附帯等事業収益

付帯等事業原価

科　目

公有地取得事業収益
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３　公有用地明細表

面積 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費 支払利息 計

該当なし

合　計

面積 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費 支払利息 計

該当なし

合　計

面積 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費 支払利息 計

該当なし

合　計

面積 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費 支払利息 計

該当なし

合　計

資産区分
期首残高

資産区分
期末残高

－２－

資産区分
当期増加高

資産区分
当期減少高
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期末残高 備考

円

円

５　基本金明細表

摘要区分 出資団体名 出資額

４　長期借入金明細表

借入先 利率 期首残高 当期増加高

－３－

当期減少高

該当なし

円円 円％

計 1,000,000

基本財産 瑞穂市 1,000,000
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令和５年度瑞穂市土地開発公社

(事業計画書、予算書及び資金計画書）

             瑞穂市土地開発公社
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令和５年度瑞穂市土地開発公社　事業計画書

             瑞穂市土地開発公社
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令和５年度瑞穂市土地開発公社の事業計画は、次のとおりとする。

1　公有地取得事業費

事　業　名 所　在　地 面　積 金　額 備　考

㎡ 千円

0 0

㎡ 千円

0 0

　　　令和５年３月２０日提出

　　　　　　　　　瑞穂市土地開発公社

　　　　　　　　　　　　　理事長　椙浦　要

先行用地取得事業

計

-2-
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令和５年度瑞穂市土地開発公社　予算書

             瑞穂市土地開発公社
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（総則）　

第１条　令和５年度瑞穂市土地開発公社の予算は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）　

第２条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　事業収益 0 千円

　　　第１項　公有地取得事業収益 0 千円

　　　第２項　補助金等収益 0 千円

　第２款　事業外収益 1 千円

　　　第1項　受取利息 1 千円

　　　　　　収入合計 1 千円

　第１款　事業原価 0 千円

　　　第１項　公有地取得事業原価 0 千円

　第２款　販売費及び一般管理費 70 千円

　　　第１項　販売費及び一般管理費 70 千円

　第３款　事業外費用 0 千円

　　　第１項　支払利息 0 千円

　第４款　予備費 0 千円

　　　第１項　予備費 0 千円

　　　　　　支出合計 70 千円

（収益的収入支出差引額 △ 69 千円)

　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度瑞穂市土地開発公社予算

収　入

支　出

-4-
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（資本的収入及び支出）　

第３条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　資本的収入 0 千円

　　　第１項　長期借入金 0 千円

　　　　　　収入合計 0 千円

　第１款　資本的支出 0 千円

　　　第１項　公有地取得事業費 0 千円

　　　第２項　長期借入金償還金 0 千円

　　　　　　支出合計 0 千円

（一時借入金）　

第４条　一時借入金の限度額は、20,000千円と定める。

        令和５年３月２０日提出

                瑞穂市土地開発公社

　　　　      　    　理事長　椙浦　要

　　

収　入

支　出

-5-

-5-
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             瑞穂市土地開発公社

令和５年度瑞穂市土地開発公社　予算説明書

-7-

-7-

-6-



収益的収入及び支出
　収入 　　　　（単位：千円）

款 項 目 予　　算　　額 備　　　考
１．事業収益 0

１．公有地取得事業収益 0
１．公有地取得事業収益 0

２．補助金等収益 0
１．補助金等収益 0

２．事業外収益 1
１．受取利息 1

１．受取利息 1 預金利息
　支出 　　　　（単位：千円）

款 項 目 予　　算　　額 備　　　考
１．事業原価 0

１．公有地取得事業原価 0
１．公有地取得事業原価 0

２．販売費及び 70
　　　　　一般管理費 １．販売費及び一般管理費 70

１．販売費及び一般管理費 70
３．事業外費用 0

１．支払利息 0
１．支払利息 0

４．予備費 0
１．予備費 0

１．予備費 0

資本的収入及び支出
　収入 　　　　（単位：千円）

款 項 目 予　　算　　額 備　　　考
１．資本的収入 0

１．長期借入金 0
１．長期借入金 0

　支出 　　　　（単位：千円）
款 項 目 予　　算　　額 備　　　考

１．資本的支出 0
１．公有地取得事業費 0

１．公有地取得事業費 0
２．長期借入金償還金 0

１．償還元金 0
２．償還利子 0

令和５年度瑞穂市土地開発公社予算

-8-
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令和５年度瑞穂市土地開発公社予定貸借対照表
　　　　　　　　　（令和６年３月３１日）

資　産　の　部
　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

１　流動資産
　　（１）　現金及び預金 1,024,949
　　（２）　未収金 0
　　（３）　公有用地 0
　　　  流動資産合計 1,024,949
２　固定資産
　　（１）　投資その他の資産 0
　　　　固定資産合計 0
　　　　資産合計 1,024,949

負　債　の　部
３　流動負債
　　（１）　未払金　 0
　　　　流動負債合計 0
４　固定負債
　　（１）  長期借入金　 0
　　　　固定負債合計 0
　　　　負債合計 0

資　本　の　部
５　資本金
　　（１）　基本財産　 1,000,000
　　　　資本金合計 1,000,000
６　準備金
　　（1）  前期繰越準備金 93,949
　　（2）  当期純損失 69,000
　　　　準備金合計 24,949
　　　　資本合計 1,024,949
　　 負債・資本合計 1,024,949

-9-

-9-

-8-



令和４年度瑞穂市土地開発公社予定貸借対照表 （前事業年度）
　　　　　　　　　（令和５年３月３１日）

資　産　の　部
　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

１　流動資産
　　（１）　現金及び預金 1,093,949
　　（２）　未収金 0
　　（３）　公有用地 0
　　　　流動資産合計 1,093,949
２　固定資産
　　（１）　投資その他の資産 0
　　　　固定資産合計 0
　　　　資産合計 1,093,949

負　債　の　部
３　流動負債
　　（１）　未払金　 0
　　　　流動負債合計 0
４　固定負債
　　（１）  長期借入金　 0
　　　　固定負債合計 0
　　　　負債合計 0

資　本　の　部
５　資本金
　　（１）　基本財産　 1,000,000
　　　　資本金合計 1,000,000
６　準備金
　　（1）  前期繰越準備金 93,928
　　（2）  当期純利益 21
　　　　準備金合計 93,949
　　　　資本合計 1,093,949
　　 負債・資本合計 1,093,949

-10-
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　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

１　事業収益

　　（１）　補助金等収益 70,000 70,000

２　事業原価

　　（１）　公有地取得事業原価 0 0

　　　　事業総利益　 70,000

３　販売費及び一般管理費

　　（１）　販売費及び一般管理費　 70,000 70,000

　　　　事業利益 0

４　事業外収益

　　（１）　受取利息 21 21

５　事業外費用

　　（１）　支払利息 0 0

　　　　経常利益 21

　　当期純利益 21

令和４年度瑞穂市土地開発公社予定損益計算書

　（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

-11-

-11-
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       債務に関する計算書

（１）長期借入金及び債権
（単位：円）

前事業年度末 本事業年度中 　　　　　　本事業年度の債務消滅額 本事業年度末

区　　分 計 償還による その他の

の債務額 の債務額 消滅額 消滅額 の債務額

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0

小　　計

-12-
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令和５年度瑞穂市土地開発公社　資金計画書

             瑞穂市土地開発公社

-13-

-13-
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令和５年度瑞穂市土地開発公社の資金計画は、次のとおりとする。

区　分 前年度決算見込額 当初予定額 　増　減

千円 千円 千円

　受　　入　　資　　金 165 96 △ 69

１　事業収益 70 0 △ 70

２　事業外収益 1 1 0

３　長期借入金 0 0 0

４　前年度繰越金 94 95 1

　支　　払　　資　　金 70 70 0

１　販売費及び一般管理費 70 70 0

２　公有地取得事業費 0 0 0

３　長期借入金償還金 0 0 0

４　予備費 0 0 0

　 　　差　　　　引 95 26 △ 69

　　　　　　令和５年３月２０日提出

　　　　　　　　　　　　瑞穂市土地開発公社

　　　　　　　　　　　　　　　理事長　椙浦　要

-14-
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報告第６号 

令和４年度瑞穂市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条に規定する継続費につい

て、継続年度の終わりまで逓次繰り越して使用することができる歳出予算の経

費を同法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により別

紙のとおり報告する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

令和４年度瑞穂市一般会計に係る歳出予算１４１，１８０，６００円を継続

費逓次繰越として令和５年度に繰り越したので、令和４年度瑞穂市一般会計継

続費繰越計算書を調製し、報告するもの。 



03河川費
古橋地内遊水池
整備事業

08土木費

令 和 ４ 年 度 瑞 穂 市 一 般 会 計 継 続 費 繰 越 計 算 書

款 項 事　業　名 継続費の総額

令和4年度継続費予算現額
支出済額及び
支出見込額

残　額

予算計上額
前　年　度
逓次繰越額

計 国県支出金 地方債

円

翌　年　度
逓次繰越額

左　の　財　源　内　訳

繰越金

特　定　財　源

その他

円 円 円 円 円 円 円円円 円

642,087,000 188,064,000

28,336,600

0 188,064,000 75,220,000 112,844,000 112,844,000 3,544,000

0 0 0

0

0 190,882,000 162,545,400 28,336,600 28,336,600

0 109,300,000

0237,765,400 141,180,600 141,180,600 31,880,600 0 109,300,000合　　計 984,347,000 378,946,000 0 378,946,000

10教育費
03小学校
費

中小学校大規模
改修事業

342,260,000 190,882,000



報告第７号 

   令和４年度瑞穂市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条の規定により翌年度に繰 

り越して使用する繰越明許費について、同法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１４６条第２項の規定により別紙のとおり報告する。 

  令和５年６月１日提出 

瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 令和４年度瑞穂市一般会計に係る歳出予算２７５，７４５，０００円（９件）

を令和５年度に繰り越したので、令和４年度瑞穂市一般会計繰越明許費繰越計 

算書を調製し、報告するもの。 

 



国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円

02総務費 03戸籍住民基本台帳費 戸籍システム改修事業 4,840,000 4,840,000 4,840,000 0

03民生費 03生活保護費 医療扶助のオンライン資格確認導入事業 1,139,000 646,000 646,000 0

04衛生費 01保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 125,991,000 103,678,000 180,000 103,498,000

04衛生費 01保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業 110,815,000 110,815,000 1,366,000 109,449,000

08土木費 02道路橋りょう費 別府市道３－１１２４号線道路改良工事 30,374,000 22,764,000 22,764,000

08土木費 03河川費 新堀川改修事業に伴う市道附帯工委託事業 4,430,000 886,000 886,000

08土木費 04都市計画費 駅周辺等交通機能改善事業 11,604,000 11,604,000 11,604,000

08土木費 04都市計画費
ＪＲ穂積駅周辺整備事業都市計画決定及び事業計画作
成等（その２）業務

19,012,000 19,012,000 19,012,000

08土木費 05下水道費 公共下水道（瑞穂処理区）事業 3,590,000 1,500,000 1,500,000

0

0

0

311,795,000 275,745,000 0 7,032,000 0 0 268,713,000

一 般 財 源

合　　　計

令 和 ４ 年 度 瑞 穂 市 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

款 項 事 業 名 金 額
翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源



報告第８号 

   令和４年度瑞穂市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により

翌年度に繰り越して使用する建設又は改良に要する経費について、同条第３項

の規定により別紙のとおり報告する。 

  令和５年６月１日提出 

瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 令和４年度瑞穂市下水道事業会計に係る建設改良費予算３０，０００，００

０円を令和５年度に繰り越したので、令和４年度瑞穂市下水道事業会計予算繰

越計算書を調整し、報告するもの。 



令和４年度瑞穂市下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

左の財源内訳

建設改良
企業債

国庫補助金
他会計
出資金

円 円 円 円 円 円 円 円

１ 資本的支出 １ 建設改良費 施設整備事業 33,240,000 3,240,000 30,000,000 13,500,000 15,000,000 1,500,000 0 0

説明不用額

地方共同法人日本下
水道事業団委託の処
理場ＤＢ事業が同法
人の再公告となった
ことによるもの。

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額００

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度
繰越額



報告第９号  

   債権放棄の報告について  

 瑞穂市債権の管理に関する条例（平成２７年瑞穂市条例第１８号）第８条の

規定により、次のとおり市の債権を放棄したので、同条例第９条の規定により

報告する。 

            債 権 放 棄 内 容             

１ 債権の内訳及び放棄した事由  

所管課  債権の名称  
件数  

（件）  

債権の額  

（円）  

放棄した事由  

（第８条該当号）  

上水道課  
水道料金  

99 226,709 消滅時効完成（５号）  

7 11,594 
破 産 に よ る 免 責 （ ８

号）  

計  106 238,303  

学校教育課  交通安全協力費  10 20,120 消滅時効完成（５号）  

給食センター  学校給食費  13 341,410 消滅時効完成（５号）  

  令和５年６月１日提出  

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由  

 市の債権のうち時効期間が経過している等、徴収できる見込みがない水道料

金、交通安全協力費及び学校給食費について債権を放棄したので、報告するも

の。 



債権放棄の報告について 
○ 瑞穂市債権の管理に関する条例（抜粋） 

（債権の放棄） 

第８条 市長は、非強制徴収公債権及び私債権について、次の各号のいずれかに該当

する場合は、当該債権及びこれに係る損害賠償金等を徴収する権利（第３号に掲げ

る場合において、特定相続人の一部を確知することができないときにあっては、当

該確知することができない特定相続人の相続分に係る権利に限る。）の全部又は一

部を放棄することができる。 

（１）債務者が生活困窮状態（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定によ

る保護を受け、又はこれに準ずる状態をいう。）にあり、資力の回復が困難で、

相当の期間を経ても履行の見込みがないと認められるとき。 

（２）債務者の所在が不明その他これに準じた状態にあると認められるとき。 

（３）特定相続人の全部又は一部を確知することができないとき。 

（４）債権金額が少額で、徴収に要する費用に満たないと認められるとき。 

（５）消滅に係る時効期間が経過した当該私債権につき、債務者が時効の援用をする

見込みがあるとき。 

（６）債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合、相続人全員が相続

放棄した場合又は相続人が存在しない場合において、その相続財産の価額が強制

執行の費用並びに他の優先して弁済を受ける市の債権及び市以外の者の権利の

金額の合計額を超えないと認られるとき。 

（７）債務者である法人の破産手続が終了した後、清算すべき財産が残った場合にお

いて、当該財産の価額が強制執行の費用を超えないと認められるとき。 

（８）破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令等の規定により債務者が当該

市の債権についてその責任を免れたとき。 

（９）当該債権の存在につき法律上の争いがある場合において、市長が勝訴の見込み

がないものと決定したとき。 

（報告） 

第９条 市長は、前条の規定により債権を放棄したときは、規則で定めるところによ

り、議会に報告しなければならない。 

 

資料 報９－１



債　権　放　棄　総　括　表

債権の名称 水道料金

担当部署 環境水道部　　上水道課

債 権 額

（円） 第５号 第８号

平成２９年度 6,868 3 3 0

平成３０年度 106,234 44 44 0

平成３１年度 100,517 45 45 0

令和２年度 19,074 11 7 4

令和３年度 5,610 3 0 3

以下余白

合計 238,303 106 99 7

放
棄
す
る
債
権
の
内
訳

調定年度 件数 備　　考
条例第８条

資料 報９－２



債　権　放　棄　総　括　表

債権の名称 交通安全協力費

担当部署 教育委員会事務局　　学校教育課

債 権 額 条例第８条

（円） 第５号

平成２４年度 2,200 1 1

平成２８年度 1,680 3 3

平成２９年度 16,240 6 6

以下余白

合計 20,120 10 10

調定年度 件数 備　　考

放
棄
す
る
債
権
の
内
訳

資料 報９－３



債　権　放　棄　総　括　表

債権の名称 学校給食費

担当部署 教育委員会事務局　　給食センター

債 権 額 条例第８条

（円） 第５号

平成２４年度 77,400 3 3

平成２５年度 108,450 3 3

平成２６年度 75,540 2 2

平成２７年度 65,800 2 2

平成２９年度 14,220 3 3

以下余白

合計 341,410 13 13

調定年度 件数 備　　考

放
棄
す
る
債
権
の
内
訳

資料 報９－４



報告第１０号 

   専決処分の報告について（損害賠償その１） 

 岐阜県議会議員選挙瑞穂市選挙区が無投票になったことに伴い携帯電話のレ

ンタル契約を解除する件につき和解し、損害賠償金の額を定めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処

分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 岐阜県議会議員選挙瑞穂市選挙区が無投票になったことに伴い携帯電話のレ

ンタル契約を解約する件につき和解し、損害賠償金の額を定めることについて

専決処分したもの。 

 





報告第１１号 

   専決処分の報告について（損害賠償その２） 

 岐阜県議会議員選挙瑞穂市選挙区が無投票になったことに伴い投票所等選挙

事務労働者派遣業務委託の契約を一部変更する件につき和解し、損害賠償金の

額を定めることについて地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第

１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 岐阜県議会議員選挙瑞穂市選挙区が無投票になったことに伴い投票所等選挙

事務労働者派遣業務委託の契約を一部変更する件につき和解し、損害賠償金の

額を定めることについて専決処分したもの。 

 





報告第１２号 

   専決処分の報告について（損害賠償その３） 

 岐阜県議会議員選挙瑞穂市選挙区が無投票になったことに伴い期日前投票所

等交通誘導業務委託の契約を解除する件につき和解し、損害賠償金の額を定め

ることについて地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規

定により専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 岐阜県議会議員選挙瑞穂市選挙区が無投票になったことに伴い期日前投票所

等交通誘導業務委託の契約を解除する件につき和解し、損害賠償金の額を定め

ることについて専決処分したもの。 

 





報告第１３号 

   専決処分の報告について（損害賠償その４） 

 瑞穂市長選挙が無投票になったことに伴い投票所等選挙事務労働者派遣業務

委託の契約を一部変更する件につき和解し、損害賠償金の額を定めることにつ

いて地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専

決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 瑞穂市長選挙が無投票になったことに伴い投票所等選挙事務労働者派遣業務

委託の契約を一部変更する件につき和解し、損害賠償金の額を定めることにつ

いて専決処分したもの。 

 





報告第１４号 

   専決処分の報告について（損害賠償その５） 

 瑞穂市長選挙が無投票になったことに伴いポスター掲示板管理労働者派遣業

務委託の契約を一部変更する件につき和解し、損害賠償金の額を定めることに

ついて地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   報告理由 

 瑞穂市長選挙が無投票になったことに伴いポスター掲示板管理労働者派遣業

務委託の契約を一部変更する件につき和解し、損害賠償金の額を定めることに

ついて専決処分したもの。 

 





承認第１号 

瑞穂市税条例の一部を改正する条例についての専決処分について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和５年３月３１日別紙のとおり瑞穂市税条例の一部を改正する条例について専

決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。  

令和５年６月１日提出  

                     瑞穂市長 森   和  之  

提案理由  

 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）の公布に伴い、市  

条例を改正する専決処分をしたので、これを報告し、議会の承認を求めるもの。  

 

 

 







瑞穂市税条例の一部を改正する条例  

瑞穂市税条例（平成１５年瑞穂市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。  

第４６条中「第５号の１５様式」の次に「若しくは第５号の１５の２様式」  

を加え、「によって」を「により」に改める。  

第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の

４の２様式」を加える。  

第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」  

を加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。  

第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の２の５様

式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。  

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。  

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第

６３条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。  

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第１

４項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２２項」を「附則第１５条第２

１項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２３項第１号」を「附則第１５

条第２２項第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２３項第２号」を

「附則第１５条第２２項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２３

項第３号」を「附則第１５条第２２項第３号」に改め、同条第８項中「附則第

１５条第２４項第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第９

項中「附則第１５条第２４項第２号」を「附則第１４条第２３項第２号」に改

め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第２

５項第１号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を

「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第

２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第１３項

中「附則第１５条第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に

改め、同条第１４項中「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第

２５項第２号イ」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」

を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第１６項中「附則第１５条



第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、同条第１７

項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」

に改め、同条第１８項中「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５条  

第２５項第３号ロ」に改め、同条第１９項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」  

を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条

第２９項」を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第２１項中「附則第１５

条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第２２項中「附則第１

５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第２３項中「附則第

１５条第３９項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同条第２４項中「附則

第１５条第４３項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同条第２５項中「附

則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条第２７項を次

のように改める。  

２７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の１とする。  

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７

条第１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１３項とし、同

条第１１項の次に次の１項を加える。  

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所

有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定

マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。  

（１）納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号

又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

（２）家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積  

（３）家屋の建築年月日及び登記年月日  

（４）当該工事が完了した年月日  

（５）当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出することができなかった理由  

附則第１０条の４第２項中「令和３年度分及び令和４年度分」を「令和５年



度分及び令和６年度分」に改める。  

附則第１０条の５第２項中「令和３年度分及び令和４年度分」を「令和５年

度分及び令和６年度分」に改め、同条の次に次の１条を加える。  

（令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者がす

べき申告等）  

第１０条の６ 法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準用する場合

を含む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年

の１月３１日（第５４条第６項の規定により同項に規定する仮換地等に係る

同条第１項の所有者とみなされた者が当該仮換地等について法附則第１６条

の４第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の規定により読み

替えて適用される同条第１項の規定の適用を受けようとする場合にあっては、

２月２８日）までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなけれ

ばならない。  

（１）納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号

又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）並びに当

該納税義務者が令附則第１２条の６第１項第３号から第５号まで又は第３

項第３号から第５号までに掲げる者である場合にあっては、同条第１項第

１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは第２号に掲げる者との関係  

（２）法附則第１６条の４第１項に規定する被災住宅用地の上に令和２年度に

係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号  

（３）当該年度に係る賦課期日において法附則第１６条の４第１項（同条第２

項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項において準用する場

合を含む。）の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定の

適用を受けようとする土地を法第３４９条の３の２第１項に規定する家屋

の敷地の用に供する土地として使用することができない理由  

（４）その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項  

２ 法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受ける土地に係る令和５年度分及び令和６年度分の固定資産

税については、第７４条の規定は適用しない。  

３ 法附則第１６条の４第４項に規定する特定被災共用土地（以下のこの項に



おいて「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分の申出は、

同条第４項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以下この項において「  

特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が毎年１月３１日までに

次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。  

（１）代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

（２）特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途  

（３）特定被災共用土地に係る法附則第１６条の４第３項に規定する被災区分

所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途  

（４）各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特定被災共

用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の割合  

（５）法附則第１６条の４第３項の規定により按分する場合に用いられる割合

に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法  

４ 法附則第１６条の４第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた特

定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に係る固定資

産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用土地納税義務者」と

あるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特定被災共用土地の」とあるの

は「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土地に」とあるのは「特定仮換地

等に対応する従前の土地である特定被災共用土地に」とする。  

附則第１５条の２を削り、附則第１５条の２の２を附則第１５条の２とする。  

附則第１５条の６第３項を削る。  

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和

２年４月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８

年３月３１日まで」に、「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受け

た日の属する年度の翌年度分」に改め、同条第３項から第６項までを削り、同

条第７項中「附則第３０条第７項」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上

のガソリン軽自動車」を「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガ  

ソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」  

に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の



種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に、

「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年

度分」に、「第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア（イ）中「３，９０

０円」とあるのは「２，０００円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」と

あるのは「３，５００円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「  

附則第３０条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽

自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令

和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句」を「同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とあるのは「３，０  

００円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」  

に改め、同項を同条第４項とする。  

 附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。  

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改

める。  

附則第２５条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」とい

う。」を削る。  

   附 則  

 （施行期日）  

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （固定資産税に関する経過措置）  

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の瑞穂市税条例（以

下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。  

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項におい

て「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年



法律第７号）附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下のこの

項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。

以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この

項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が同条に規定するリ

ース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により

特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が、適用期間内にリース

取引により引き渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に対

して課する固定資産税については、なお従前の例による。  

 （軽自動車税に関する経過措置）  

第３条 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得された

この条例による改正前の瑞穂市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第

３項に規定する３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割

については、なお従前の例による。  

２ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、

なお従前の例による。  
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瑞穂市税条例（平成15年瑞穂市条例第44号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） （給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月10日まで

に、その徴収した月割額を施行規則第５号の15様式若しくは第５号の1
5の２様式又は施行規則第２条の６の規定により総務大臣が定めた様

式による納入書により  納入しなければならない。 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月10日まで

に、その徴収した月割額を施行規則第５号の15様式                 
         又は施行規則第２条の６の規定により総務大臣が定めた様

式による納入書によって納入しなければならない。 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第48条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第321条の８第１

項、第２項、第31項、第34項及び第35項の規定による申告書（第９項、

第10項及び第12項において「納税申告書」という。）を、同条第１項、

第２項、第31項及び第35項の申告納付にあってはそれぞれこれらの規

定による納期限までに、同条第34項の申告納付にあっては遅滞なく市

長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第１項後段及び第２項

後段の規定により提出があったものとみなされる申告書に係る税金を

施行規則第22号の４様式又は第22号の４の２様式による納付書により

納付しなければならない。 

第48条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第321条の８第１

項、第２項、第31項、第34項及び第35項の規定による申告書（第９項、

第10項及び第12項において「納税申告書」という。）を、同条第１項、

第２項、第31項及び第35項の申告納付にあってはそれぞれこれらの規

定による納期限までに、同条第34項の申告納付にあっては遅滞なく市

長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第１項後段及び第２項

後段の規定により提出があったものとみなされる申告書に係る税金を

施行規則第22号の４様式                      による納付書により

納付しなければならない。 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 法第321条の８第34項に規定する申告書（同条第33項の規定による申

告書を含む。以下この項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項又は第31項の納期限（納期

５ 法第321条の８第34項に規定する申告書（同条第33項の規定による申

告書を含む。以下この項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項又は第31項の納期限（納期

資
料

 
承

１
－

１
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限の延長があったときは、その延長された納期限とする。第７項第１

号において同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当

該税額に年14.6パーセント（申告書を提出した日（同条第35項の規定

の適用がある場合において、当該申告書がその提出期限前に提出され

たときは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合を

乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して施行規則第22号の

４様式又は第22号の４の２様式による納付書により納付しなければな

らない。 

限の延長があったときは、その延長された納期限とする。第７項第１

号において同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当

該税額に年14.6パーセント（申告書を提出した日（同条第35項の規定

の適用がある場合において、当該申告書がその提出期限前に提出され

たときは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合を

乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して施行規則第22号の

４様式                      による納付書により納付しなければな

らない。 

６～16 略 ６～16 略 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 

第50条 法人の市民税の納税者は、法第321条の12の規定に基づく納付の

告知を受けた場合には、当該不足税額を当該通知書の指定する期限ま

でに、施行規則第22号の４様式又は第22号の４の２様式による納付書

により納付しなければならない。 

第50条 法人の市民税の納税者は、法第321条の12の規定に基づく納付の

告知を受けた場合には、当該不足税額を当該通知書の指定する期限ま

でに、施行規則第22号の４様式                      による納付書

により納付しなければならない。 

２ 前項の場合には      、その不足税額に法第321条の８第１項、第２

項又は第31項の納期限（同条第35項の申告納付に係る法人税割に係る

不足税額がある場合には、同条第１項又は第２項の納期限とし、納期

限の延長があった場合には、その延長された納期限とする。第４項第

１号において同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、

年14.6パーセント（前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合を

２ 前項の場合においては、その不足税額に法第321条の８第１項、第２

項又は第31項の納期限（同条第35項の申告納付に係る法人税割に係る

不足税額がある場合には、同条第１項又は第２項の納期限とし、納期

限の延長があった場合には、その延長された納期限とする。第４項第

１号において同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、

年14.6パーセント（前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合を
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乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければな

らない。 
乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければな

らない。 

３・４ 略 ３・４ 略 

（たばこ税の申告納付の手続） （たばこ税の申告納付の手続） 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者（以下この節

において「申告納税者」という。）は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数（以下この節において「課税標準数量」とい

う。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税額、第96条第１項の規

定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けよう

とする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第１項の規定により控

除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとするたば

こ税額その他必要な事項を記載した施行規則第34号の２様式による申

告書を市長に提出し、及びその申告に係る税金を施行規則第34号の２

の５様式又は第34号の２の５の２様式による納付書によって納付しな

ければならない。この場合において、当該申告書には、第96条第３項

に規定する書類及び次条第１項の返還に係る製造たばこの品目ごとの

数量についての明細を記載した施行規則第16号の５様式による書類を

添付しなければならない。 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者（以下この節

において「申告納税者」という。）は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数（以下この節において「課税標準数量」とい

う。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税額、第96条第１項の規

定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けよう

とする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第１項の規定により控

除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとするたば

こ税額その他必要な事項を記載した施行規則第34号の２様式による申

告書を市長に提出し、及びその申告に係る税金を施行規則第34号の２

の５様式                          による納付書によって納付しな

ければならない。この場合において、当該申告書には、第96条第３項

に規定する書類及び次条第１項の返還に係る製造たばこの品目ごとの

数量についての明細を記載した施行規則第16号の５様式による書類を

添付しなければならない。 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る

第１項又は第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る

第１項又は第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長
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された納期限。第101条第２項において同じ。）の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該税額に年14.6パーセント（修正申告書を提

出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期

間については、年7.3パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して、施行規則第34号の２の５様式又は第34号の

２の５の２様式による納付書によって納付しなければならない。 

された納期限。第101条第２項において同じ。）の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該税額に年14.6パーセント（修正申告書を提

出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期

間については、年7.3パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して、施行規則第34号の２の５様式             
              による納付書によって納付しなければならない。 

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） （たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第481条、第483条又は第484条の

規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過少申

告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第34号の２の５様式又は第34号の２の５

の２様式による納付書によって納付しなければならない。 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第481条、第483条又は第484条の

規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過少申

告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第34号の２の５様式                   
        による納付書によって納付しなければならない。 

２ 略 ２ 略 

附 則 附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第８条 昭和57年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第36条の２第１項

の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及びそのときまでに提出された第

36条の３第１項の確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用牛

の売却に係る租税特別措置法第25条第１項に規定する事業所得の明細

に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないこ

第８条 昭和57年度から令和６年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第36条の２第１項

の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及びそのときまでに提出された第

36条の３第１項の確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用牛

の売却に係る租税特別措置法第25条第１項に規定する事業所得の明細

に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないこ
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とについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次項

において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を免除

する。 

とについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次項

において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を免除

する。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（読替規定） （読替規定） 

第10条 法附則第15条から第15条の３の２まで又は第63条        の規

定の適用がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第８項中「又は

第349条の３の４から第349条の５まで」とあるのは、「若しくは第34
9条の３の４から第349条の５まで又は附則第15条から第15条の３の２

まで若しくは第63条        」とする。 

第10条 法附則第15条から第15条の３の２まで、第63条又は第64条の規

定の適用がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第８項中「又は

第349条の３の４から第349条の５まで」とあるのは、「若しくは第34
9条の３の４から第349条の５まで又は附則第15条から第15条の３の２

まで、第63条若しくは第64条」とする。 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第10条の２ 略 第10条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 法附則第15条第14項に規定する市町村の条例で定める割合は５分の

３（都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）第２条第５項に規定

する特定都市再生緊急整備地域における法附則第15条第15項に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１）とする。 

３ 法附則第15条第15項に規定する市町村の条例で定める割合は５分の

３（都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）第２条第５項に規定

する特定都市再生緊急整備地域における法附則第15条第15項に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１）とする。 

４ 法附則第15条第21項に規定する市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 
４ 法附則第15条第22項に規定する市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

５ 法附則第15条第22項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 
５ 法附則第15条第23項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 

６ 法附則第15条第22項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は ６ 法附則第15条第23項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は
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２分の１とする。 ２分の１とする。 

７ 法附則第15条第22項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は

２分の１とする。 
７ 法附則第15条第23項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は

２分の１とする。 

８ 法附則第15条第23項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 
８ 法附則第15条第24項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の２とする。 

９ 法附則第14条第23項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は

２分の１とする。 
９ 法附則第15条第24項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は

２分の１とする。 

10 法附則第15条第25項第１号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 
10 法附則第15条第26項第１号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

11 法附則第15条第25項第１号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 
11 法附則第15条第26項第１号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

12 法附則第15条第25項第１号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 
12 法附則第15条第26項第１号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

13 法附則第15条第25項第１号ニに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 
13 法附則第15条第26項第１号ニに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

14 法附則第15条第25項第２号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 
14 法附則第15条第26項第２号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

15 法附則第15条第25項第２号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 
15 法附則第15条第26項第２号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

16 法附則第15条第25項第２号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 
16 法附則第15条第26項第２号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 
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17 法附則第15条第25項第３号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 
17 法附則第15条第26項第３号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

18 法附則第15条第25項第３号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 
18 法附則第15条第26項第３号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

19 法附則第15条第25項第３号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 
19 法附則第15条第26項第３号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

20 法附則第15条第28項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 
20 法附則第15条第29項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

21 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 
21 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

22 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 
22 法附則第15条第34項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

23 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 
23 法附則第15条第39項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

24 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

１とする。 
24 法附則第15条第43項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の

１とする。 

25 法附則第15条第43項に規定する市の条例で定める割合は４分の３と

する。 
25 法附則第15条第44項に規定する市の条例で定める割合は４分の３と

する。 

26 略 26 略 

27 法附則第15条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の１とする。 
27 法附則第64条に規定する市町村の条例で定める割合は０（生産性の

向上に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画（中小

企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第50条第２項に規定する同
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意導入促進基本計画をいう。）に定める業種に属する事業の用に供す

る法附則第64条に規定する特例対象資産にあっては、０）とする。 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 
（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

第10条の３ 略 第10条の３ 略 

２～11 略 ２～11 略 

12 法附則第15条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分

所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、

当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第16
項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 
(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称） 
(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 
(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 
(4) 当該工事が完了した年月日 
(5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する

場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

 

13 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

12 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施
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行規則附則第７条第17項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写

し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第

７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修

後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

行規則附則第７条第13項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写

し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第

７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修

後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 施行規則附則第７条第17項に規定する補助の算定の基礎となった

当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 
(5) 施行規則附則第７条第13項に規定する補助の算定の基礎となった

当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) 略 (6) 略 

14 略 13 略 

（平成28年熊本地震に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等） 
（平成28年熊本地震に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等） 

第10条の４ 略 第10条の４ 略 

２ 法附則第16条の２第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和５年度分及び令和６年度

分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 

２ 法附則第16条の２第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和３年度分及び令和４年度

分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 

３・４ 略 ３・４ 略 

（平成30年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等） 
（平成30年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等） 

第10条の５ 略 第10条の５ 略 

２ 法附則第16条の３第１項（同条第２項において準用する場合を含 ２ 法附則第16条の３第１項（同条第２項において準用する場合を含
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む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和５年度分及び令和６年度

分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 
む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和３年度分及び令和４年度

分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 

３・４ 略 ３・４ 略 

（令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等） 
第10条の６ 法附則第16条の４第１項（同条第２項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の

属する年の１月31日（第54条第６項の規定により同項に規定する仮換

地等に係る同条第１項の所有者とみなされた者が当該仮換地等につい

て法附則第16条の４第６項（同条第７項において準用する場合を含

む。）の規定により読み替えて適用される同条第１項の規定の適用を

受けようとする場合にあっては、２月28日）までに次に掲げる事項を

記載した申告書を市長に提出しなければならない。 
(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称）並びに当該納税義務者が令附則第12条の６第１項第３号から第

５号まで又は第３項第３号から第５号までに掲げる者である場合に

あっては、同条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第１号若し

くは第２号に掲げる者との関係 
(2) 法附則第16条の４第１項に規定する被災住宅用地の上に令和２年

度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号 
(3) 当該年度に係る賦課期日において法附則第16条の４第１項（同条

第２項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項において
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準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用される場合を

含む。）の規定の適用を受けようとする土地を法第349条の３の２第

１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使用することが

できない理由 
(4) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

２ 法附則第16条の４第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和５年度分及び令和６年度

分の固定資産税については、第74条の規定は適用しない。 
３ 法附則第16条の４第４項に規定する特定被災共用土地（以下のこの

項において「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按

分の申出は、同条第４項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以

下この項において「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表

者が毎年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提

出して行わなければならない。 
(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 
(2) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 
(3) 特定被災共用土地に係る法附則第16条の４第３項に規定する被災

区分所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその

用途 
(4) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特定

被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の割合 
(5) 法附則第16条の４第３項の規定により按分する場合に用いられる
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割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 
４ 法附則第16条の４第９項の規定により特定被災共用土地とみなされ

た特定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に

係る固定資産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用土

地納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特定被

災共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土

地に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前の土地である特定被

災共用土地に」とする。 

 （軽自動車税の環境性能割の非課税） 
第15条の２ 法第451条第１項第１号（同条第４項又は第５項において準

用する場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに

限る。以下この条において同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自

動車の取得が令和元年10月１日から令和３年12月31日までの間（附則

第15条の６第３項において「特定期間」という。）に行われたときに

限り、第80条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を

課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第15条の２ 略 第15条の２の２ 略 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第15条の６ 略 第15条の６ 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第81条の
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４（第２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、

当該軽自動車の取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定

中「100分の２」とあるのは、「100分の１」とする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当

該軽自動車が最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月

から起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当分の間、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当

該軽自動車が最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第８項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月

から起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当分の間、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 
第 2 号ア（イ） 3,900 円 4,600 円 
第 2 号ア（ウ）a 6,900 円 8,200 円 

10,800 円 12,900 円 
第 2 号ア（ウ）b 3,800 円 4,500 円 

5,000 円 6,000 円 
 

第 2 号ア（イ） 3,900 円 4,600 円 
第 2 号ア（ウ）a 6,900 円 8,200 円 

10,800 円 12,900 円 
第 2 号ア（ウ）b 3,800 円 4,500 円 

5,000 円 6,000 円 
 

２ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が令和４年４

月１日から令和８年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の

軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が令和２年４

月１日から令和３年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和３年度分                                          の
軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
第 2 号ア（イ） 3,900 円 1,000 円 
第 2 号ア（ウ）a 6,900 円 1,800 円 

第 2 号ア（イ） 3,900 円 1,000 円 
第 2 号ア（ウ）a 6,900 円 1,800 円 
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10,800 円 2,700 円 
第 2 号ア（ウ）b 3,800 円 1,000 円 

5,000 円 1,300 円 
 

10,800 円 2,700 円 
第 2 号ア（ウ）b 3,800 円 1,000 円 

5,000 円 1,300 円 
 

 ３ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる法第446条第１項第

３号に規定するガソリン軽自動車（以下この条において「ガソリン軽

自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第82条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３

年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度

分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第2号ア（イ） 3,900円 2,000円 
第2号ア（ウ）a 6,900円 3,500円 

10,800円 5,400円 
第2号ア（ウ）b 3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 
 

 ４ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車の

うち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対

する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和２

年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

 第2号ア（イ） 3,900円 3,000円 
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第2号ア（ウ）a 6,900円 5,200円 
10,800円 8,100円 

第2号ア（ウ）b 3,800円 2,900円 
5,000円 3,800円 

 

 ５ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

のうち、自家用の乗用のものに対する第82条の規定の適用については、

当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割

に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税

の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ６ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

（自家用の乗用のものを除く。）に対する第82条の規定の適用につい

ては、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の

種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月31
日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自

動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第30条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の法第446条第

１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項におい

７ 法附則第30条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自

動車                                                          
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て「ガソリン軽自動車」という。）（営業用の乗用のものに限る。）

に対する第82条の規定の適用については                          
                                                              
                                                    、当該ガソ

リン軽自動車が令和４年４月１日から令和８年３月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号の指定を受けた

日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号

ア（イ）中「3,900円」とあるのは「2,000円」と、同号ア（ウ）a中「6,
900円」とあるのは「3,500円」とする。 

                                （営業用の乗用のものに限る。）

に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令

和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソ

リン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分                    
                        の軽自動車税の種別割に限り、第３項の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句        とする。 

４ 法附則第30条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自

動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに

限る。）に対する第82条の規定の適用については                   
                                                              
                                                           、

当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和７年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を

受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条

第２号ア（イ）中「3,900円」とあるのは「3,000円」と、同号ア（ウ）

a中「6,900円」とあるのは「5,200円」とする。 

８ 法附則第30条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自

動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに

限る。）に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分            
                              の軽自動車税の種別割に限り、第４

項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句           とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上

の軽自動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上

の軽自動車が前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける３輪以
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上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣

の認定等（法附則第30条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等

をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣

の認定等（法附則第30条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等

をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例） 
（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例） 

第17条の２ 昭和63年度から令和８年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所

得の基因となる土地等（租税特別措置法第31条第１項に規定する土地

等をいう。以下この条において同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡

をいう。以下この条において同じ。）をした場合において、当該譲渡

が優良住宅地等のための譲渡（法附則第34条の２第１項に規定する優

良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１

項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。

次項において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市

民税の所得割の額は、前条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当する額とする。 

第17条の２ 昭和63年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所

得の基因となる土地等（租税特別措置法第31条第１項に規定する土地

等をいう。以下この条において同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡

をいう。以下この条において同じ。）をした場合において、当該譲渡

が優良住宅地等のための譲渡（法附則第34条の２第１項に規定する優

良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１

項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。

次項において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市

民税の所得割の額は、前条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当する額とする。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

２ 前項の規定は、昭和63年度から令和８年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する

譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が

確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第34条の２第５項に規

２ 前項の規定は、昭和63年度から令和５年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する

譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が

確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第34条の２第５項に規
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定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項にお

いて同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡所得

に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について

準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第34条の２第10項の

規定に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定

地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項にお

いて同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡所得

に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について

準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第34条の２第10項の

規定に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定

地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 略 ３ 略 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第25条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律

第25号                                                       ）
第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止

若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料

金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義

務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第60条第４項に規定す

る市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の７第１項第３号に掲げ

る寄附金を支出したものとみなして、第34条の７の規定を適用する。 

第25条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律

第25号。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）

第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止

若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料

金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義

務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第60条第４項に規定す

る市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の７第１項第３号に掲げ

る寄附金を支出したものとみなして、第34条の７の規定を適用する。 
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瑞穂市税条例等の一部を改正する条例の概要 

１ 改正趣旨 

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）が令和５年３月３１

日に公布されたことより、条例の一部を改正するもの。 

 

２ 改正内容 

（１）本則の改正 

第４６条関係（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） 

第４８条第１項、第５項関係（法人の市民税の申告納付） 

第５０条第１項、第２項関係（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 

第９８条第１項、第５項関係（たばこ税の申告納付の手続） 

第１０１条第１項関係（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

 いずれも地方税法施行規則に定める様式を追加したため、条文を改正するも

の。 

 

（２）附則の改正 

第８条第１項関係（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

地方税法附則第６条第４項の改正に伴い、適用期限を延長するため改正する

もの。 

    

第１０条関係（読替規定） 

地方税法附則第６４条が法律改正により削除されるため、条文を改正するも

の。 

 

   第１０条の２関係（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

   第１０条の３第１２項、第１３項、第１４項関係（新築住宅等に対する固定資

産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

地方税法附則第１５条の改正により項ずれが発生したため、条文を改正する

もの。 

地方税法附則第１５条の９の３にて大規模の修繕等が行われたマンションに

対する税額の減額措置のわがまち特例の割合を定める規定及び税額の減額措置

を受けようとする者がすべき申告に関する規定の新設に伴い、条文を整備する

もの。 

 

 

 

    

第１０条の４第２項関係（平成２８年熊本地震に係る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべき申告等） 

    地方税法附則第１６条の２の規定の改正により令和６年度まで特例適用が延

法附則第１５条の９の３：固定資産税額に固定資産税額の３分の１を参酌して６分の

１以上２分の１以下の範囲内において市の条例で定める割合を定める割合を乗じる。 

⇒市では参酌基準の３分の１を軽減率として設定する。 

資料 承１－２
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長されることに伴い、条文を改正するもの。 

  

  第１０条の５第２項関係（平成３０年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべき申告等） 

    地方税法附則第１６条の３の規定の改正により令和６年度まで特例適用が延

長されることに伴い、条文を改正するもの。 

 

   第１０条の６関係（令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けよ

うとする者がすべき申告等） 

    地方税法附則第１６条の４にて令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の

適用を受けようとする者がすべき申告に関する規定の新設に伴い、条文を整備

するもの。 

 

第１５条の２関係（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２の２関係（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

    地方税法附則第２９条の８の２及び第２９条の１８第３項の規定の改正に伴

い臨時的軽減措置に係る規定が削除されることに伴い、第１５条の２を削除し、

第１５条の２の２を第１５条の２に改正するもの。 

 

第１６条関係（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

    地方税法附則第３０条の改正に伴い、軽自動車税の種別割のグリーン化特例

について特例期限を令和８年３月３１日まで延長させること及び項ずれが発生

することに伴い、条文を改正するもの。 

 

第１６条の２第１項関係（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

    地方税法附則第１６条の改正に伴い、規定を整備するもの。 

 

  第１７条の２第１項、第２項関係（優良住宅地の造成等のために土地を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例） 

   地方税法附則第３４条の２第４項、第５項の改正により特例期限を令和８年

度まで延長されることに伴い、条文を改正するもの 

 

第２５条関係（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

    地方税法附則第６０条の規定に伴い、条文を整備するもの。 

 

３ 適用関係 

 第１条（施行期日） 

  令和５年４月１日から施行 

第２条（固定資産税に関する経過措置） 

第３条（軽自動車税に関する経過措置） 



承認第２号 

瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専決処分に

ついて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和５年３月３１日別紙のとおり瑞穂市国民健康保険税条例等の一部を改正する

条例について専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。  

令和５年６月１日提出  

                     瑞穂市長 森   和  之  

提案理由  

 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）の公布に伴い、市  

条例を改正する専決処分をしたので、これを報告し、議会の承認を求めるもの。  

 

 

 







   瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 瑞穂市国民健康保険税条例（平成１６年瑞穂市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

第２３条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中「２８

万５，０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３

万５，０００円」に改める。 

第２３条の２中「第２４条の２」を「第２４条の２第１項」に改める。 

第２４条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証

明する書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定する

ものをいう。）」に改める。 

附則第５項中「第２３条第１項の」を「第２３条の」に、「同項」を「同条

第１項」に改める。 

附則第６項、第７項、第９項から第１６項までの規定中「第２３条第１項の」

を「第２３条の」に改める。 

附  則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例による改正後の瑞穂市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度 

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 
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瑞穂市国民健康保険税条例（平成16年瑞穂市条例第２号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（課税額） （課税額） 

第２条 略 第２条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が2
2万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、22万円

とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が2
0万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、20万円

とする。 

４ 略 ４ 略 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万
円を超える場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が2
2万円を超える場合には、22万円）並びに同条第４項本文の介護納付金

課税額からエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17
万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万
円を超える場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が2
0万円を超える場合には、20万円）並びに同条第４項本文の介護納付金

課税額からエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17
万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

資
料

 
承

２
－

１
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(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき29万円     を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき28万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア～エ 略 ア～エ 略 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき53万５千円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき52万円    を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア～エ 略 ア～エ 略 

２ 略 ２ 略 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第23条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に

属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対

象被保険者等（法第703条の５の２第２項に規定する特例対象被保険者

等をいう。第24条の２第１項において同じ。）である場合における第

第23条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に

属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対

象被保険者等（法第703条の５の２第２項に規定する特例対象被保険者

等をいう。第24条の２      において同じ。）である場合における第
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３条及び前条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「規定

する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第23条の２に規

定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場

合においては、当該給与所得については、所得税法第28条第２項の規

定によって計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとす

る。次項において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第314
条の２第２項」と、前条第１項第１号中「総所得金額及び」とあるの

は「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に

給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、

所得税法第28条第２項の規定によって計算した金額の100分の30に相

当する金額によるものとする。次号及び第３号において同じ。）及び」

とする。 

３条及び前条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「規定

する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第23条の２に規

定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場

合においては、当該給与所得については、所得税法第28条第２項の規

定によって計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとす

る。次項において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第314
条の２第２項」と、前条第１項第１号中「総所得金額及び」とあるの

は「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に

給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、

所得税法第28条第２項の規定によって計算した金額の100分の30に相

当する金額によるものとする。次号及び第３号において同じ。）及び」

とする。 

（特例対象被保険者等に係る申告） （特例対象被保険者等に係る申告） 

第24条の２ 略 第24条の２ 略 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務者は、雇用保険受給資

格者証（雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２

第１項第１号に規定するものをいう。）又は雇用保険受給資格通知（同

令第19条第３項に規定するものをいう。）の提示を求められた場合に

は、これらを提出しなければならない。 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務者は、雇用保険受給資

格者証（雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２

第１項第１号に規定するものをいう。）その他の特例対象被保険者等

であることの事実を証明する書類        の提示を求められた場合に

は、これらを提出しなければならない。 

附 則 附 則 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

５ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 ５ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若
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しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等

控除額（年齢65歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受けた

場合における第23条      の規定の適用については、同条第１項中「法

第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第703条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第35条第３

項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の

規定によって計算した金額から15万円を控除した金額によるものとす

る。）及び山林所得金額」と、「110万円」とあるのは「125万円」と

する。 

しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等

控除額（年齢65歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受けた

場合における第23条第１項の規定の適用については、同項      中「法

第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第703条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第35条第３

項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の

規定によって計算した金額から15万円を控除した金額によるものとす

る。）及び山林所得金額」と、「110万円」とあるのは「125万円」と

する。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合

における第３条、第６条、第８条及び第23条の      規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第

２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合

における第３条、第６条、第８条及び第23条第１項の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第

２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 
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（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第８条及び第23条の      規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第

１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３

第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第3
6条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条
第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」という。）

の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金

額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得

の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは、「及

び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の

金額」とする。 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第８条及び第23条第１項の規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第

１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３

第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第3
6条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条
第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」という。）

の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金

額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得

の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは、「及

び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の

金額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所
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得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条の     
  規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２第５項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条第１項

の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２第５項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲

渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条の 
      規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」と

あるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第23条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲

渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条第

１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」と

あるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第23条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 
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（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は

雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条の   
    規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは、「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は

雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条第１

項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは、「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 
（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有

する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条の      規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２

第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有

する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条第１項の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２

第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る
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事業所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは、「及び山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

事業所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは、「及び山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号）第８条第２項に規

定する特例適用利子等、同法第12条第５項に規定する特例適用利子等

又は同法第16条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、配

当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第８条及び第23条の      規定の適用については、第３条第

１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所

得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号）第８条第２項（同法第

12条第５項及び第16条第２項において準用する場合を含む。）に規定

する特例適用利子等の額（以下この条及び第23条第１項において「特

例適用利子等の額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第23
条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用利子等の額」とする。 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号）第８条第２項に規

定する特例適用利子等、同法第12条第５項に規定する特例適用利子等

又は同法第16条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、配

当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第８条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所

得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号）第８条第２項（同法第

12条第５項及び第16条第２項において準用する場合を含む。）に規定

する特例適用利子等の額（以下この条及び第23条第１項において「特

例適用利子等の額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第23
条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用利子等の額」とする。 
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（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当等、

同法第12条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第16条第３項に

規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び第23条の      規定の適

用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第1
2条第６項及び第16条第３項において準用する場合を含む。）に規定す

る特例適用配当等の額（以下この条及び第23条第１項において「特例

適用配当等の額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第23
条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用配当等の額」とする。 

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当等、

同法第12条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第16条第３項に

規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び第23条第１項の規定の適

用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第1
2条第６項及び第16条第３項において準用する場合を含む。）に規定す

る特例適用配当等の額（以下この条及び第23条第１項において「特例

適用配当等の額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第23
条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約
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等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条の      規定

の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施

に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和4
4年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２

の２第10項に規定する条約適用利子等の額の合計額から法第314条の

２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定

する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額」と、第23条
第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子

等の額」とする。 

等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条及び第23条第１項の規定

の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施

に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和4
4年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２

の２第10項に規定する条約適用利子等の額の合計額から法第314条の

２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定

する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額」と、第23条
第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子

等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定

する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第23条の      規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定

する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第23条第１項の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所
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得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律

第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第1
2項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第314条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条

約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条

の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、第23条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」

とする。 

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律

第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第1
2項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第314条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条

約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条

の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、第23条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」

とする。 
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瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の概要 

 

１ 改正趣旨 

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）及び地方税法施行令

の一部を改正する政令（令和５年政令第１３２号）が令和５年３月３１日に公布

されたことにより、条例の一部を改正するもの。 

 

 

２ 改正内容 

（１）本則の改正 

第２条関係（課税額） 

地方税法施行令第５６条の８８条の２の改正に伴い、課税限度額の引上げす

るもの。 

・基礎に係る課税限度額 ６５万円（据え置き） 

・後期高齢者支援金に係る課税限度額２０万円→２２万円（２万円引き上げ） 

・介護納付金に係る課税限度額 １７万円（据え置き） 

 

 

  第２３条第１項関係（国民健康保険税の減額） 

地方税法施行令第５６条の８９の改正に伴い、減額措置に係る軽減判定所得

の基準額の見直しするもの。 

◆軽減判定所得(現行) 

・７割軽減基準額＝基礎控除額(４３万円)×（給与所得者等の数‐１） 

・５割軽減基準額＝基礎控除額(４３万円) 

＋２８万５千円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）

＋〔１０万円×（給与所得者等の数－1）〕 

・２割軽減基準額＝基礎控除額(４３万円) 

＋５２万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）＋

〔１０万円×（給与所得者等の数－1）〕 

改正後 

 

◆軽減判定所得(改正後) 

・７割軽減基準額＝基礎控除額(４３万円)× （給与所得者等の数‐１） 

・・・変更ありません。 

・５割軽減基準額＝基礎控除額(４３万円) 

＋２９万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）＋

〔１０万円×（給与所得者等の数－1）〕 

・２割軽減基準額＝基礎控除額(４３万円) 

資料 承２－２
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＋５３．５万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）

＋〔１０万円×（給与所得者等の数－1）〕 

 

 

  第２３条の２関係（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第２４条の２第２項関係（特例対象被保険者等に係る申告） 

国民健康保険税条例（例）（昭和２６年５月４日付、地財委税第８８７号）

の改正にあわせて、条文を整備するもの。 

 

（２）附則の改正 

 第５項関係（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第６項関係（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

第７項関係（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第９項関係（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

第１０項関係（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

第１１項関係（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第１２項関係（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

第１３項関係（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第１４項関係（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第１５項関係（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第１６項関係（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

いづれも国民健康保険税条例（例）（昭和２６年５月４日付、地財委税第８

８７号）の改正にあわせて、条文を整備するもの。 

 

３ 適用関係 

第１条 （施行期日） 

  令和５年４月１日から施行 

第２条 （経過措置） 



 
承認第３号  

令和５年度瑞穂市一般会計補正予算（第１号）の専決処分について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、

別冊のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づき、これを報告し、

承認を求める。  

  令和５年６月１日提出  

瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由  

 食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子育て世帯に対し、

その実情をふまえた生活支援を行うための特別給付金を支給するために補正予

算を専決処分したので、これを報告し、議会の承認を求めるもの。  

 

























議案第３３号 

   瑞穂市教育委員会の委員の任命について 

 瑞穂市教育委員会の委員に下記の者を任命したいので、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定によ

り議会の同意を求める。 

                 記                  

１ 住  所 瑞穂市 

２ 氏  名 大平 髙司 

３ 生年月日 昭和 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 教育委員会の委員大平髙司氏の任期が令和５年７月４日に満了となることか

ら、引き続き大平髙司氏を教育委員会の委員として任命したいので、議会の同

意を求めるもの。 



議案第３４号 

   瑞穂市印鑑条例及び瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例について 

 瑞穂市印鑑条例及び瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例案を別紙のとお

り提出する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法

律第３７号）の施行に伴い、市関係条例の改正を行うもの。 



 

   瑞穂市印鑑条例及び瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例  

 （瑞穂市印鑑条例の一部改正）  

第１条 瑞穂市印鑑条例（平成１５年瑞穂市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。  

  第１０条第４項ただし書中「（平成１４年法律第１５３号）」の次に「第

２２条第１項」を加え、「利用者証明用電子証明書が有効である場合」を「  

 個人番号カード用利用者証明用電子証明書又は電気通信事業法（昭和５９年

法律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備であっ

て電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記

録されたもの」に改める。  

 （瑞穂市手数料条例の一部改正）  

第２条 瑞穂市手数料条例（平成１５年瑞穂市条例第４９号）の一部を次のよ

うに改正する。  

  第２条ただし書中「第２２条第７項」を「第２２条第１項」に、「利用者

証明用電子証明書を記録した」を「個人番号カード用利用者証明用電子証明

書が記録された」に改め、「限る。）」の次に「又は移動端末設備（電気通

信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに規定す

る移動端末設備であって電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者

証明用電子証明書が記録されたものに限る。）」を加える。  

   附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 



瑞穂市印鑑条例（平成15年瑞穂市条例第10号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（印鑑登録証明書の申請） （印鑑登録証明書の申請） 

第10条 略 第10条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 前３項の規定にかかわらず、印鑑の登録を受けている者のうち、行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27号）に基づき、個人番号カードの交付を受けた

印鑑登録者は、多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回線によ

り接続された民間事業者が設置する端末機をいう。）を利用して印鑑

登録証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。ただし、

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律（平成14年法律第153号）第22条第１項に規定する個人番号カード

用利用者証明用電子証明書又は電気通信事業法（昭和59年法律第86号）

第12条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備であって電子署名

等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律第35
条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記

録されたものに限る。 

４ 前３項の規定にかかわらず、印鑑の登録を受けている者のうち、行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27号）に基づき、個人番号カードの交付を受けた

印鑑登録者は、多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回線によ

り接続された民間事業者が設置する端末機をいう。）を利用して印鑑

登録証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。ただし、

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律（平成14年法律第153号）            に規定する利用者証明用電

子証明書が有効である場合                                      
                                                              
                                                              
                                                              
              に限る。 

 

資
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４
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瑞穂市手数料条例（平成15年瑞穂市条例第49号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（手数料の額） （手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び金額は、別表のとおりとする。ただ

し、多機能端末機（市の電子計算機と電気通信回線で接続した端末機

であって、利用者自らが必要な操作を行うことにより、証明書等を自

動的に交付する機能を有するものをいう。）に、行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第２条第７項に規定する個人番号カード（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法

律第153号）第22条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電

子証明書が記録されたものに限る。）又は移動端末設備（電気通信事

業法（昭和59年法律第86号）第12条の２第４項第２号ロに規定する移

動端末設備であって電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構

の認証業務に関する法律第35条の２第１項に規定する移動端末設備用

利用者証明用電子証明書が記録されたものに限る。）の情報を読み込

ませて暗証番号その他必要な事項を入力することにより交付するもの

に係る手数料の額は、別表５の部、６の部及び８の部に規定する手数

料の額から100円を減じて得た額とする。 

第２条 手数料を徴収する事務及び金額は、別表のとおりとする。ただ

し、多機能端末機（市の電子計算機と電気通信回線で接続した端末機

であって、利用者自らが必要な操作を行うことにより、証明書等を自

動的に交付する機能を有するものをいう。）に、行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第２条第７項に規定する個人番号カード（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法

律第153号）第22条第７項に規定する利用者証明用電子証明書を記録し

た                  ものに限る。）                             
                                                              
                                                              
                                                              
                                               の情報を読み込

ませて暗証番号その他必要な事項を入力することにより交付するもの

に係る手数料の額は、別表５の部、６の部及び８の部に規定する手数

料の額から100円を減じて得た額とする。 
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議案第３５号 

   瑞穂市税条例の一部を改正する条例について 

 瑞穂市税条例の一部を改正する条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和５年６月１日提出  

                    瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由  

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）の公布に伴い、市

条例の改正を行うもの。  

 

 

 

 



 

瑞穂市税条例の一部を改正する条例  

 瑞穂市税条例（平成１５年瑞穂市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。  

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金

額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を

加え、「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個  

人の市民税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」  

を「を納付し、若しくは納入する」に改める。  

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。  

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を

経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前

年において当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の

２第１項の規定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定

による申告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最

後に提出した同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、

給与所得者は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３

の２第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載し

た前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出すること

ができる。  

 第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」  

を「により」に改め、同条に次の１項を加える。  

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に

併せて賦課し、及び徴収する。  

 第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額

の合算額」に、「によって」を「により」に改める。  

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」



 

に改め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を  

含む。次項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」  

を「には」に、「によって」を「により」に改め、同条第３項、第５項及び第

６項中「によって」を「により」に改める。  

 第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２

の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金

関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用するこ

とができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当す

る」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。  

 第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収すること

が」に、「においては」を「には」に改め、「及び均等割額」の次に「（これ

と併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及び第４７条の５に

おいて同じ。）」を加え、「によって徴収する場合においては」を「により徴

収する場合には」に、「によって徴収する」を「により徴収する」に改め、同

項第２号中及び同条第２項中「によって」を「により」に改める。  

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「に

は」に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条

の２の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴

収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用す

ることができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充

当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。  

 第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「３輪のもの」の次に「及び

道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３

号の６に規定する特定小型原動機付自転車」を加える。  

附則第１５条の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め

る。  

附則第１６条の２第３項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め

る。  

   附 則  



 

 （施行期日）  

第１条 この条例は令和５年７月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１）第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規定、

同条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、第４

７条の２及び第４７条の６の改正規定並びに附則第１５条の２の改正規定

及び附則第１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第３  

条第１項（この条例による改正後の瑞穂市税条例（以下「新条例」という。）  

附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第２項の規定 令和６

年１月１日  

（２）第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日  

（市民税に関する経過措置）  

第２条 前条第１号に掲げる規定による新条例の規定中個人の市民税に関する

部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５

年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を

受けるべき瑞穂市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この

項において「給与」という。）について提出する同条第１項の規定による申

告書について適用し、同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項

の規定による申告書については、なお従前の例による。  

（軽自動車税に関する経過措置）  

第３条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和

６年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分ま

での軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。  

２ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定

の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車

税の環境性能割について適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に

対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。  
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瑞穂市税条例（平成15年瑞穂市条例第44号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第34条の９ 略 第34条の９ 略 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除す

ることができなかった金額があるときは、当該控除することができな

かった金額は、令第48条の９の３から第48条の９の６までに定めると

ころにより、同項の納税義務者に対しその控除することができなかっ

た金額を還付し、又は当該控除することができなかった金額のうち法

第314条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により当該納税

義務者の前項の申告書に係る年度分の個人の県民税、個人の市民税若

しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し、若しくは当該納税義務

者の未納に係る徴収金を納付し、若しくは納入する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除す

ることができなかった金額があるときは、当該控除することができな

かった金額は、令第48条の９の３から第48条の９の６までに定めると

ころにより、同項の納税義務者に対しその控除することができなかっ

た金額を還付し、又は                                           
                                                     当該納税

義務者の同項の申告書に係る年度分の個人の県民税若しくは市民税に

充当し                                  、若しくは当該納税義務

者の未納に係る徴収金に充当する                。 

３ 略 ３ 略 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の２ 略 第36条の３の２ 略 

２ 前項又は法第317条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払

者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項が

その年の前年において当該給与支払者を経由して提出した前項又は法

第317条の３の２第１項の規定による申告書（その者が当該前年の中途

において次項の規定による申告書を当該給与支払者を経由して提出し
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た場合には、当該前年の最後に提出した同項の規定による申告書）に

記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則で定める

ところにより、前項又は法第317条の３の２第１項の規定により記載す

べき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第317条の

３の２第１項の規定による申告書を提出することができる。 

３ 第１項又は法第317条の３の２第１項の規定による申告書を提出し

た給与所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において当

該申告書に記載した事項について異動を生じた場合には、第１項又は

法第317条の３の２第１項の給与支払者からその異動を生じた日後最

初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

より、その異動の内容その他施行規則で定める事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

２ 前項  又は法第317条の３の２第１項の規定による申告書を提出し

た給与所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において当

該申告書に記載した事項について異動を生じた場合には、前項  又は

法第317条の３の２第１項の給与支払者からその異動を生じた日後最

初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

より、その異動の内容その他施行規則で定める事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

４ 第１項及び前項の場合において、これらの規定による申告書がその

提出の際に経由すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

３ 前２項        の場合において、これらの規定による申告書がその

提出の際に経由すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提出の際に

経由すべき給与支払者が令第48条の９の７の２において準用する令第

８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当

該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定

めるものをいう。次条第４項及び第53条の９第３項において同じ。）

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際に

経由すべき給与支払者が令第48条の９の７の２において準用する令第

８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当

該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定

めるものをいう。次条第４項及び第53条の９第３項において同じ。）
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により提供することができる。 により提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第４項の規定の適用について

は、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受

けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用について

は、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受

けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

（個人の市民税の徴収の方法等） （個人の市民税の徴収の方法  ） 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条の２第１項、第47条の５又は

第53条の５の規定により  特別徴収の方法による場合を除くほか、普

通徴収の方法により  徴収する。 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条の２第１項、第47条の５又は

第53条の５の規定によって特別徴収の方法による場合を除くほか、普

通徴収の方法によって徴収する。 

２ 略 ２ 略 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する

場合に併せて賦課し、及び徴収する。 
 

（個人の市民税の納税通知書） （個人の市民税の納税通知書） 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、当

該年度分の個人の市民税額、個人の県民税額及び森林環境税額の合算

額（第47条第１項又は第47条の６第１項の規定により  徴収する場合

にあっては特別徴収の方法により  徴収されないことになった金額に

相当する税額）を前条第１項の納期（第47条第１項又は第47条の６第

１項の規定により  徴収する場合にあっては特別徴収の方法により  
徴収されないこととなった日以後に到来する納期）の数で除して得た

額とする。 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、当

該年度分の個人の市民税額及び    県民税額の合算額              
  （第47条第１項又は第47条の６第１項の規定によって徴収する場合

にあっては特別徴収の方法によって徴収されないことになった金額に

相当する税額）を前条第１項の納期（第47条第１項又は第47条の６第

１項の規定によって徴収する場合にあっては特別徴収の方法によって

徴収されないこととなった日以後に到来する納期）の数で除して得た

額とする。 
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（給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年

中において給与の支払を受けた者であり、かつ、同日において給与の

支払を受けている者（次の各号に掲げる者のうち特別徴収の方法によ

り  徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下こ

の条において「給与所得者」という。）である場合には      、当該

納税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額（これと

併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次項及び第５項において

同じ。）の合算額を特別徴収の方法により  徴収する。 

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年

中において給与の支払を受けた者であり、かつ、同日において給与の

支払を受けている者（次の各号に掲げる者のうち特別徴収の方法によ

って徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下こ

の条において「給与所得者」という。）である場合においては、当該

納税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額        
                                                              
        の合算額を特別徴収の方法によって徴収する。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務者の前年中の所得に給与

所得以外の所得がある場合には      、当該給与所得以外の所得に係

る所得割額を同項の規定により  特別徴収の方法により  徴収すべき

給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に加算して特別徴収の

方法により  徴収する。ただし、第36条の２第１項の申告書に給与所

得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の方法により  徴収されたい

旨の記載があるときは、この限りでない。 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務者の前年中の所得に給与

所得以外の所得がある場合においては、当該給与所得以外の所得に係

る所得割額を同項の規定によって特別徴収の方法によって徴収すべき

給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に加算して特別徴収の

方法によって徴収する。ただし、第36条の２第１項の申告書に給与所

得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の方法によって徴収されたい

旨の記載があるときは、この限りでない。 

３ 前項本文の規定により  給与所得者の給与所得以外の所得に係る所

得割額を特別徴収の方法により  徴収することとなった後において、

当該給与所得者について給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又

は一部を特別徴収の方法により  徴収することが適当でないと認めら

れる特別の事情が生じたため当該給与所得者から給与所得以外の所得

３ 前項本文の規定によって給与所得者の給与所得以外の所得に係る所

得割額を特別徴収の方法によって徴収することとなった後において、

当該給与所得者について給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又

は一部を特別徴収の方法によって徴収することが適当でないと認めら

れる特別の事情が生じたため当該給与所得者から給与所得以外の所得
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に係る所得割額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収すること

とされたい旨の申出があった場合で、その事情がやむを得ないと認め

られるときは、市長は、当該特別徴収の方法により  徴収すべき給与

所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収により徴収していない

額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収するものとする。 

に係る所得割額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収すること

とされたい旨の申出があった場合で、その事情がやむを得ないと認め

られるときは、市長は、当該特別徴収の方法によって徴収すべき給与

所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収により徴収していない

額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収するものとする。 

４ 略 ４ 略 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度

の初日の翌日から翌年の４月30日までの間において異動を生じた場合

において、当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支

払をする者となった者（所得税法第183条の規定により  給与の支払を

する際所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。以下この項に

おいて同じ。）を通じて、当該異動により  従前の給与の支払をする

者から給与の支払を受けなくなった日の属する月の翌月の10日（その

支払を受けなくなった日が翌年の４月中である場合には、同月30日）

までに、第１項の規定により特別徴収の方法により  徴収されるべき

前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴

収の方法により  徴収された金額があるときは、当該金額を控除した

金額）を特別徴収の方法により  徴収されたい旨の申出をしたときは、

当該合算額を特別徴収の方法により  徴収するものとする。ただし、

当該申出が翌年の４月中にあった場合において、特別徴収の方法によ

り  徴収することが困難であると市長が認めるときは、この限りでな

い。 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度

の初日の翌日から翌年の４月30日までの間において異動を生じた場合

において、当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支

払をする者となった者（所得税法第183条の規定によって給与の支払を

する際所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。以下この項に

おいて同じ。）を通じて、当該異動によって従前の給与の支払をする

者から給与の支払を受けなくなった日の属する月の翌月の10日（その

支払を受けなくなった日が翌年の４月中である場合には、同月30日）

までに、第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収されるべき

前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴

収の方法によって徴収された金額があるときは、当該金額を控除した

金額）を特別徴収の方法によって徴収されたい旨の申出をしたときは、

当該合算額を特別徴収の方法によって徴収するものとする。ただし、

当該申出が翌年の４月中にあった場合において、特別徴収の方法によ

って徴収することが困難であると市長が認めるときは、この限りでな

い。 
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６ 特別徴収の方法により  個人の市民税を徴収される納税義務者が当

該年度の初日の属する年の６月１日から12月31日までの間において給

与の支払を受けないこととなり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法により  徴収されたい旨の

当該納税義務者からの申出があった場合及び当該納税義務者が翌年の

１月１日から４月30日までの間において給与の支払を受けないことと

なった場合には、その者に対してその年の５月31日までの間に支払わ

れるべき給与又は退職手当等で当該月割額の全額に相当する金額を超

えるものがあるときに限り、当該月割額の全額（同日までに当該給与

又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこととなったときに

あっては、同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の額から徴

収することができる額）を特別徴収の方法により  徴収する。 

６ 特別徴収の方法によって個人の市民税を徴収される納税義務者が当

該年度の初日の属する年の６月１日から12月31日までの間において給

与の支払を受けないこととなり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法によって徴収されたい旨の

当該納税義務者からの申出があった場合及び当該納税義務者が翌年の

１月１日から４月30日までの間において給与の支払を受けないことと

なった場合には、その者に対してその年の５月31日までの間に支払わ

れるべき給与又は退職手当等で当該月割額の全額に相当する金額を超

えるものがあるときに限り、当該月割額の全額（同日までに当該給与

又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこととなったときに

あっては、同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の額から徴

収することができる額）を特別徴収の方法によって徴収する。 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ） （給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ） 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等に

より給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法により  徴収され

ないこととなった場合には      、特別徴収の方法により  徴収され

ないこととなった金額に相当する税額は、特別徴収の方法により  徴
収されないこととなった日以後において到来する第40条第１項の納期

がある場合には      それぞれの納期において、その日以後に到来す

る同条の納期がない場合には      直ちに、普通徴収の方法により  
徴収するものとする。 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等に

より給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった金額に相当する税額は、特別徴収の方法によって徴

収されないこととなった日以後において到来する第40条第１項の納期

がある場合においてはそれぞれの納期において、その日以後に到来す

る同条の納期がない場合においては直ちに、普通徴収の方法によって

徴収するものとする。 

２ 法第321条の６第１項の通知により  変更された給与所得に係る特 ２ 法第321条の６第１項の通知によって変更された給与所得に係る特
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別徴収税額に係る個人の市民税の納税者について、既に特別徴収義務

者から市に納入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から

徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給

与所得に係る特別徴収税額がない場合を含む。）において当該納税者

の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金

とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することが

できるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により当該納税者の

未納に係る徴収金を納付し、又は納入することを委託したものとみな

す。 

別徴収税額に係る個人の市民税の納税者について、既に特別徴収義務

者から市に納入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から

徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給

与所得に係る特別徴収税額がない場合を含む。）において当該納税者

の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の２の規定によって                                    
                                                              
                                                  当該納税者の

未納に係る徴収金に充当する                                    
  。 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） （公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第47条の２ 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の

前年中において公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて老齢等年金給付（法第321条の７の２第１項の老齢等年金給付をい

う。以下この節において同じ。）の支払を受けている年齢65歳以上の

者（特別徴収の方法により徴収することが  著しく困難であると認め

られるものとして次に掲げるものを除く。以下この節において「特別

徴収対象年金所得者」という。）である場合には      、当該納税義

務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額

（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及び

第47条の５において同じ。）の合算額（当該納税義務者に係る均等割

額を第44条第１項の規定により特別徴収の方法により徴収する場合に

は        、公的年金等に係る所得に係る所得割額。以下この条及び

第47条の２ 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の

前年中において公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて老齢等年金給付（法第321条の７の２第１項の老齢等年金給付をい

う。以下この節において同じ。）の支払を受けている年齢65歳以上の

者（特別徴収の方法によって徴収することが著しく困難であると認め

られるものとして次に掲げるものを除く。以下この節において「特別

徴収対象年金所得者」という。）である場合においては、当該納税義

務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額 
                                                               
                       の合算額（当該納税義務者に係る均等割 
額を第44条第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収する場合

においては、公的年金等に係る所得に係る所得割額。以下この条及び 
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第47条の５において同じ。）の２分の１に相当する額（以下この節に

おいて「年金所得に係る特別徴収税額」という。）を当該年度の初日

の属する年の10月１日から翌年の３月31日までの間に支払われる老齢

等年金給付から当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法によ

り徴収する 。 

第47条の５において同じ。）の２分の１に相当する額（以下この節に

おいて「年金所得に係る特別徴収税額」という。）を当該年度の初日 
の属する年の10月１日から翌年の３月31日までの間に支払われる老齢

等年金給付から当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法によ

って徴収する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 特別徴収の方法により  徴収することとした場合には当該年度に

おいて当該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認められ

る者 

(2) 特別徴収の方法によって徴収することとした場合には当該年度に

おいて当該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認められ

る者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち

当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額を控

除した額を第40条第１項の納期のうち当該年度の初日からその日の属

する年の９月30日までの間に到来するものにおいて普通徴収の方法に

より  徴収する。 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち

当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額を控

除した額を第40条第１項の納期のうち当該年度の初日からその日の属

する年の９月30日までの間に到来するものにおいて普通徴収の方法に

よって徴収する。 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ） （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ） 

第47条の６ 法第321条の７の７第１項又は第３項（これらの規定を法第

321条の７の８第３項において読み替えて準用する場合を含む。）の規

定により特別徴収の方法により  徴収されないこととなった金額に相

当する税額は、その特別徴収の方法により  徴収されないこととなっ

た日以後において到来する第40条第１項の納期がある場合には      
そのそれぞれの納期において、その日以後に到来する同項の納期がな

第47条の６ 法第321条の７の７第１項又は第３項（これらの規定を法第

321条の７の８第３項において読み替えて準用する場合を含む。）の規

定により特別徴収の方法によって徴収されないこととなった金額に相

当する税額は、その特別徴収の方法によって徴収されないこととなっ

た日以後において到来する第40条第１項の納期がある場合においては

そのそれぞれの納期において、その日以後に到来する同項の納期がな
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い場合には      直ちに、普通徴収の方法により  徴収するものとす

る。 
い場合においては直ちに、普通徴収の方法によって徴収するものとす

る。 

２ 法第321条の７の７第３項（法第321条の７の８第３項において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定により年金所得に係る特別徴収

税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法により  徴
収されないこととなった特別徴収対象年金所得者について、既に特別

徴収義務者から市に納入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金

所得に係る仮特別徴収税額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収す

べき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額

を超える場合（徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額がない場合を含む。）において当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に

係る税額は、法第17条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金

関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適

用することができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により

当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金を納付し、又は納入

することを委託したものとみなす。 

２ 法第321条の７の７第３項（法第321条の７の８第３項において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定により年金所得に係る特別徴収

税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴

収されないこととなった特別徴収対象年金所得者について、既に特別

徴収義務者から市に納入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金

所得に係る仮特別徴収税額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収す

べき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額

を超える場合（徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額がない場合を含む。）において当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に

係る税額は、法第17条の２の規定によって                         
                                                              
                                                             
当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金に充当する        
                              。 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、

１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 
第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、

１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車 

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワッ ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワッ
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ト以下のもの（エに掲げるものを除く。） 年額 2,000円 ト以下のもの（エに掲げるものを除く。） 年額 2,000円 

イ ２輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リットル以

下のもの又は定格出力が0.6キロワットを超え、0.8キロワット以下

のもの 年額 2,000円 

イ ２輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リットル以

下のもの又は定格出力が0.6キロワットを超え、0.8キロワット以下

のもの 年額 2,000円 

ウ ２輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの又は定格出

力が0.8キロワットを超えるもの 年額 2,400円 
ウ ２輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの又は定格出

力が0.8キロワットを超えるもの 年額 2,400円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を

有するものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が0.5メート

ル以下であるもの、  側面が構造上開放されている車室を備え、

かつ、輪距が0.5メートル以下の３輪のもの及び道路運送車両の保

安基準（昭和26年運輸省令第67号）第１条第１項第13号の６に規

定する特定小型原動機付自転車を除く。）で、総排気量が0.02リッ

トルを超えるもの又は定格出力が0.25キロワットを超えるもの 

年額 3,700円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を

有するものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が0.5メート

ル以下であるもの及び側面が構造上開放されている車室を備え、

かつ、輪距が0.5メートル以下の３輪のもの                     
                                                          
                           を除く。）で、総排気量が0.02リッ

トルを超えるもの又は定格出力が0.25キロワットを超えるもの 

年額 3,700円 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

附 則 附 則 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第15条の２ 略 第15条の２ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境

性能割の額は、同項の不足額に、これに100分の35の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境

性能割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。 
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（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第16条の２ 略 第16条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別

割の額は、同項の不足額に、これに100分の35の割合を乗じて計算した

金額を加算した金額とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別

割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算した

金額を加算した金額とする。 
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瑞穂市税条例の一部を改正する条例の概要 

１ 改正趣旨 

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）が令和５年３月３１

日に公布されたことより、条例の一部を改正するもの。 

 

２ 改正内容 

（１）本則の改正 

第３４条の９第２項関係（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３８条第１項、第３項関係（個人の市民税の徴収の方法等） 

第４１条関係（個人の市民税の納税通知書） 

第４４条第１項、第２項、第３項、第５項、第６項関係（給与所得に係る個

人の市民税の特別徴収） 

第４７条第１項、第２項関係（給与所得に係る特別徴取税額の普通徴収税額

への繰入れ） 

第４７条の２第１項、第２項関係（公的年金等に係る個人の市民税の特別徴

収） 

第４７条の６第１項、第２項関係（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ）                    R6.1.1 施行 

 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が施行されることに伴い、新

たに森林環境税が導入されることから、条文を改正するもの。 

 

第３６条３の２第３項～第６項関係（個人の市民税に係る給与所得者の扶養

親族等申告書）                     R7.1.1 施行 

 地方税法第３１７条の３の２第２項第２号にて、給与所得者の扶養親族等

申告書の記載事項を簡素化する条文が新設されたこと及び新設に伴い現行の

第２項から第５項まで項ずれが発生することから、条文を改正するもの。 

 

第８２条第１号関係（種別割の税率）            R5.7.1 施行 

 地方税法施行規則第１５条の１５の改正により、軽自動車税の種別割の税

率について三輪以上の特定小型原付をミニカー区分から除外することに伴

い、条文を改正するもの。 

 

（２）附則の改正 

第１５条の２第４項関係（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

 R6.1.1 施行 

 地方税法附則第２９条の９第５項の改正により、不正を行った自動車メー

カーを納税義務者とみなして納税不足額を徴収する際に加算する割合が変更

されたため、条文を改正するもの。 

 

資料 ３５－２



 

- 2 - 

 

第１６条の２第３項関係（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

 R6.1.1 施行 

 地方税法附則第３０条の２第３項の改正により、不正を行った自動車メー

カーを納税義務者とみなして納税不足額を徴収する際に加算する割合が変更

されたため、条文を改正するもの。 

 

３ 適用関係 

  第１条（施行期日） 

条文により令和５年７月１日、令和６年１月１日、令和７年１月１日に分か

れる。 

第２条（市民税に関する経過措置） 

第３条（軽自動車税に関する経過措置） 



議案第３６号  

瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準  

を定める条例及び瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準  

を定める条例の一部を改正する条例について  

 瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例及び瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例案を別紙のとおり提出する。  

  令和５年６月１日提出  

瑞穂市長 森   和  之  

 

   提案理由  

 こども家庭庁設置法等の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省

令（令和５年厚生労働省令第４８号）による児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）の一部改正に伴い、市関係条例の改

正を行うもの。  

 



   瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準  

を定める条例及び瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準  

を定める条例の一部を改正する条例  

（瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正）  

第１条 瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基  

準を定める条例（平成２６年瑞穂市条例第２１号）の一部を次のように改正  

する。  

第１５条第１項第４号及び第４４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」  

に改める。  

（瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正）  

第２条 瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（  

平成２６年瑞穂市条例第２２号）の一部を次のように改正する。  

第２５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。  

 附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  



 

瑞穂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26年瑞穂市条例第21号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、

それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、

それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚

生省令第63号）第35条の規定に基づき保育所における保育の内容に

ついて内閣総理大臣が定める指針 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚

生省令第63号）第35条の規定に基づき保育所における保育の内容に

ついて厚生労働大臣が定める指針 

２ 略 ２ 略 

（特定地域型保育の取扱方針） （特定地域型保育の取扱方針） 

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準第35条の規定に基づき保育所における保育の内容について内閣

総理大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性に留意して、小

学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型保育の提供を

適切に行わなければならない。 

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準第35条の規定に基づき保育所における保育の内容について厚生

労働大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性に留意して、小

学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型保育の提供を

適切に行わなければならない。 

 

資
料

 
３

６
－

１



 

瑞穂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年瑞穂市条例第22号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（保育の内容） （保育の内容） 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和23年厚生省令第63号）第35条に規定する内閣総理大臣が定め

る指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の

心身の状況等に応じた保育を提供しなければならない。 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和23年厚生省令第63号）第35条に規定する厚生労働大臣が定め

る指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の

心身の状況等に応じた保育を提供しなければならない。 

 

資
料

 
３

６
－

２

















































































令和５年度

６ 月 補 正 予 算 概 要

瑞　　穂　　市

資料37・38

資料 ３７～３８



（参考）補正予算履歴

0

0

歳　　　出

計

19,977,536

4,628,164

684,309

27,175

5,339,648

577,946

439,213

補正額

492,038

0

0

0

0

0

0

203,795

0

0

0

備　考

1,991,496

計

19,977,536

4,628,164

684,309

27,175

577,946

439,213

203,795

1,991,496

3,212,450

28,529,634

歳　　　入

計

19,977,536

4,628,164

684,309

27,175

5,339,648

604,577

78,891

補正前

19,485,498

4,628,164

684,309

27,175

5,339,648

604,577

78,891

補正額

492,038

0

0

会　計　区　分

一　般　会　計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
 
業
 
会
 
計

合　　　計

21,681

21,681

513,719

1,969,815

3,190,769

28,015,915

補正前

19,485,498

4,628,164

684,309

資本的
事　業

下水道事業
会　　計

1,927,126

2,908,271

28,225,455

21,681

21,681

513,719

国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

後期高齢者医療
事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計

小　　　計

小　　　計

水道事業
会　　計

収益的
事　業

下水道事業会
計（歳出）

収益的事業

資本的事業

収益的事業

‐

‐

資本的事業

27,175

577,946

439,213

203,795

1,969,815

‐

‐

297,677

1,905,445

水道事業会計
（歳出）

65,498

‐

‐

‐

492,038

‐

‐

‐

‐

19,420,000

4,628,164

684,309

‐

‐

21,681

収益的
事　業

資本的
事　業

当初予算会計区分 ５月補正 ６月補正

一 般 会 計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

297,677

2,886,590

27,711,736

令和５年度　瑞穂市　６月補正予算一覧

単位：千円

0

27,175

5,339,648

577,946

439,213

203,795
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単位：千円

補正前 補正額 計 備   考

1 市　税 7,074,488 0 7,074,488

2 地方譲与税 187,900 0 187,900

3 利子割交付金 2,800 0 2,800

4 配当割交付金 45,000 0 45,000

5
株式等譲渡所得割
交付金

41,000 0 41,000

6 法人事業税交付金 80,000 0 80,000

7 地方消費税交付金 1,310,000 0 1,310,000

8 環境性能割交付金 22,000 0 22,000

9 地方特例交付金 92,080 0 92,080

10 地方交付税 2,944,000 0 2,944,000

11
交通安全対策特別
交付金

5,900 0 5,900

12 分担金及び負担金 17,802 0 17,802

13 使用料及び手数料 387,956 96 388,052
・民生手数料 96

14 国庫支出金 2,587,585 179,391 2,766,976
・総務費国庫補助金 176,018
・民生費国庫補助金 748
・教育費国庫補助金 2,625

15 県支出金 1,369,282 43,871 1,413,153

・総務費県補助金 4,800
・民生費県補助金 34,225
・農林水産業費県補助金 3,946
・教育費県補助金 900

16 財産収入 6,884 10,209 17,093
・利子及び配当金 7,909
・物品売払収入 2,300

17 寄附金 600,080 150 600,230
・教育費寄附金 150

18 繰入金 1,178,243 241,119 1,419,362
・財政調整基金繰入金 65,535
・減債基金繰入金 70,584
・ふるさと応援基金繰入金 105,000

19 繰越金 300,000 0 300,000

20 諸収入 616,498 9,102 625,600
・過年度収入 308
・雑入 8,794

21 市債 616,000 8,100 624,100
・総務債 2,600
・教育債 5,500

19,485,498 492,038 19,977,536

歳　　入

合 計

一般会計　歳入・歳出款別一覧
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単位：千円

補正前 補正額 計 備   考

1 議会費 161,370 0 161,370

2 総務費 2,944,983 56,341 3,001,324

・総務管理費 56,341

3 民生費 7,876,468 201,328 8,077,796

・社会福祉費 157,287
・児童福祉費 42,545
・生活保護費 1,496

4 衛生費 1,725,328 9,186 1,734,514

・保健衛生費 6,139
・清掃費 3,047

5 労働費 5,000 0 5,000

6 農林水産業費 163,736 10,243 173,979

・農業費 10,243

7 商工費 72,527 1,200 73,727

・商工費 1,200

8 土木費 1,886,062 68,860 1,954,922

・道路橋りょう費 23,599
・都市計画費 28,080
・下水道費 17,181

9 消防費 928,338 3,611 931,949

・消防費 3,611

10 教育費 2,514,157 70,934 2,585,091

・学校教育費 1,092
・小学校費 23,238
・中学校費 999
・社会教育費 25,178
・保健体育費 20,427

11 公債費 1,177,529 70,335 1,247,864

・公債費 70,335

12 予備費 30,000 0 30,000

19,485,498 492,038 19,977,536合 計

歳　　出
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単位：千円

補正前 補正額 計 備 考

1 報 酬 837,441 0 837,441

2 給 料 1,189,811 0 1,189,811

3 職 員 手 当 等 979,567 830 980,397
総務費30 民生費800

4 共 済 費 523,048 0 523,048

5 災 害 補 償 費 1 0 1

7 報 償 費 46,200 4,033 50,233
民生費36 消防費3,611 教育費386

8 旅 費 51,499 0 51,499

9 交 際 費 930 0 930

10 需 用 費 1,399,089 19,810 1,418,899
総務費1,372 民生費3,680 衛生費53
農林水産業費187 教育費14,518

11 役 務 費 235,071 7,269 242,340
総務費4,467 民生費2,304 農林水産業費365
教育費122 公債費11

12 委 託 料 3,005,176 61,295 3,066,471
総務費6,944 民生費10,220 衛生費3,061
農林水産業費495 土木費29,679 教育費10,896

13 使用料及び賃借料 223,539 577 224,116
総務費577

14 工 事 請 負 費 1,205,816 85,811 1,291,627
総務費27,014 民生費472 土木費22,000
教育費36,325

15 原 材 料 費 1,595 0 1,595

16 公有財産購入費 25,340 0 25,340

17 備 品 購 入 費 83,867 12,065 95,932
総務費4,257 民生費181 教育費7,627

18
負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

3,138,804 207,945 3,346,749
総務費6,917 民生費183,500 衛生費6,072
農林水産業費9,196 商工費1,200 教育費1,060

19 扶 助 費 3,775,875 135 3,776,010
民生費135

20 貸 付 金 5,000 0 5,000

21
補 償 補 填 及 び
賠 償 金

22,324 0 22,324

22
償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

1,205,590 70,324 1,275,914
公債費70,324

23 投資及び出資金 174,717 17,181 191,898
土木費17,181

24 積 立 金 812,972 4,763 817,735
総務費4,763

26 公 課 費 923 0 923

27 繰 出 金 511,303 0 511,303

30 予 備 費 30,000 0 30,000

19,485,498 492,038 19,977,536

一般会計　歳出節別一覧

区 分

合 計

-4-



- 1 - 
 

 

令和５年度６月補正予算概要追加分 

■一般会計（第２号）                                     

会計区分 歳 入 歳 出 
一般会計 492,038 千円 492,038 千円 

※財源不足分…財政調整基金の繰入    65,535 千円 
       ふるさと応援基金の繰入 105,000 千円 

 
ポイント  
１．肉付け予算について  
令和５度当初予算の市長査定、事業ヒアリング等において、６月補正予算へ計上することとした新規事

業、拡充事業等の政策的経費を中心に計上 
●総務費 
・20 周年記念事業「ＮＨＫのど自慢」に係る経費 1,218 千円 
・スポーツ企業との協働事業等 4,400 千円 
・結婚新生活支援事業 6,000 千円 
・公用車（電気自動車）導入に係る経費 3,589 千円 
・巣南庁舎外壁部分改修工事 23,000 千円 
●民生費 
・高齢者交通費（タクシー）追加助成 135 千円 ※当初予算 7,290 千円 
●衛生費 
・帯状疱疹ワクチン予防接種助成に係る経費 6,089 千円 
・アクアパーク別府水処理センター包括的民間委託導入検討委託料 3,047 千円 
●農林水産業費 
・農業振興地域の地域計画策定に係る経費 1,032 千円 
●土木費 44,280 千円 
・本田市道 2-1208 号線外 3 路線道路改良事業測量設計 
・重里市道 8-1234 号線道路改良事業測量設計 
・駅北駅前歩道整備工事 
・駅周辺交通機能等改善事業測量調査委託料 
●教育費 
・英語検定料助成に係る経費 1,092 千円 
・20 周年特別企画 生涯学習事業（ネオクラシックコンサート等） 7,011 千円 
・ラジオ体操・みんなの体操会委託料 1,273 千円 
●公債費 
・公債費繰上償還に係る経費 70,595 千円 

計 172,761 千円 

資料 ３７－２
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２．コロナ臨時交付金（重点交付金）の活用事業について  
交付限度額 147,472 千円（推奨事業メニュー分）を活用する事業の第１弾分を計上 
低所得世帯支援枠分 156,539 千円を計上 

●民生費 
・電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業（低所得世帯支援分）156,539 千円 
●農林水産業費 
・農業水利施設物価高騰対策支援金（電気料金高騰分）5,265 千円 
●商工費 
・ＬＰガス料金システム改修補助金 1,200 千円 
●教育費 
・給食賄材料代物価高騰分増額 11,486 千円 

 計 174,490 千円 
 
３．その他 歳出の主なもの 
●総務費 
・基金運用利息積立 7,909 千円 
・エキサイトサードプレイス関係費用 4,222 千円 
・古橋地内普通財産土地維持補修工事 5,000 千円 
●民生費 
・第２子以降出産祝金支給事業 34,225 千円 
・保育士（医療的ケア児対応）派遣業務委託料 4,525 千円 
●土木費 24,580 千円 
・下水道事業会計出資金（瑞穂処理区） 
・空家等対策計画改定支援業務委託料  
・市道 6-2 号線舗装補修調査・設計委託料  
●消防費 
・退職消防団員報奨金 3,611 千円 
●教育費 
・小学校工事請負費（本田小・南小駐車場整備工事等）14,685 千円 
・小学校備品購入費（中小木工室机等）6,628 千円 
・市美術展に係る経費 1,456 千円 
・総合センター施設改修工事（１階女子トイレ改修工事・電灯設備改修物価上昇分等）14,162 千円  
・体育施設維持補修工事（南ふれあい南東面フェンス設置工事等）7,478 千円 

計 144,787 千円 



議案第３９号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道路線

を別紙のとおり認定する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 瑞穂市市道の認定に関する基準（平成２６年瑞穂市告示第２１１号）第３条

第５号（市の道路計画による道路）の規定により、市道路線を認定するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



認定路線（瑞穂市市道の認定に関する基準　第３条第５号）

起点名

終点名

十七条字荒川町1043番1地先

十七条字改田町752番地先

整理番号 路線番号 路線名 重要な経過地

1 9-1270 9-1270号線
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議案第４０号 

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項において準用する同法

第８条第２項の規定により、市道路線を別紙のとおり廃止する。 

  令和５年６月１日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 道路の一部払下げによる既存市道路線の起点変更に伴い、市道路線を廃止す

るもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



廃止路線

起点名

終点名

十七条字横長町1068番地先

十七条字改田町752番地先

整理番号 路線番号 路線名 重要な経過地

1 9-1082 9-1082号線
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